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 午前 ９時５９分 開  議 

 

○島軒純一議長 おはようございます。 

  ただいまの出席議員24名であります。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

  本日の会議は議事日程第４号により進めます。 

 

 

 

日程第１ 一般質問 

 

○島軒純一議長 日程第１、一般質問を行います。 

  順次発言を許可します。 

  一つ、住宅宿泊事業法施行に伴う本市の対応に

ついて外２点、15番中村圭介議員。 

  〔１５番中村圭介議員登壇〕（拍手） 

○１５番（中村圭介議員） おはようございます。

一新会の中村でございます。 

  議長からもございましたが、今回は３点の項目

について質問させていただきます。 

  いつも私は味気なく質問に入りますので、今回

は一言お話をさせてもらってから質問に入らせて

いただきたいと思います。 

  私、趣味といいますか、趣味というか好きなこ

とで、歴史が大好きです。特に日本史なんですけ

れども、童門冬二先生の鷹山公の本なんか私必携

の書でございまして、事あるごとに読み返してお

ります。その中でも特に幕末が好きでございまし

て、やはり激動の時代に志士たちが強い思いを持

って駆け抜けたと、それを見ればすごい学びもあ

りますし、わくわくするというか、そういったと

ころで幕末の本なんかも好んで読ませてもらって

おります。何の話をしたかったのかといいますと、

数多くいる幕末の志士の中で、私は坂本龍馬、こ

の人物が非常に大好きであります。言うまでもな

く、大政奉還、薩長同盟の立て役者、皆さんも御

承知のとおりかと思うんですけれども、何が好き

かといえば、偉業をなし遂げたという実績ではな

くて、やはり彼の人となりかなというところです。 

  そこで、彼の３つの部分ですね、私がすごいな

というところをお話しさせてもらいたいと思いま

すけれども、まず１つは、非常に強い思い、情熱、

志を持っていたというところかと思います。坂本

龍馬は土佐藩の出身、下級武士であったわけです

けれども、無理くり私も坂本龍馬に当てはめれば

地方議会にいる私はもしかすると土佐藩の下級武

士に当てはまるかもしれません。彼はその土佐藩

にとどまるだけではなくて、その活動の舞台を日

本全国に広げまして、あれだけのことをなし遂げ

たわけです。どれほどの思い、当時の状況という

のは、私もよくわかりませんけれども、一つの藩

を抜け出して日本のために何か動かす、突き動か

す、そういう行動をするということは、相当の情

熱と志があったんだろうなということは容易に推

察できるところであります。 

  そして、もう一つ、彼の私が尊敬すべき点は、

よく物事の本質をつかむことにすぐれていたとい

うふうにどんな書籍を読んでも書かれておるよう

です。そのままなんですけれども、でも意外と、

どうでしょうか、物事の本質をつかむということ

は、誰にでもできることではないんじゃないかな

というふうに思います。先ほど述べた薩長同盟で

あり、大政奉還も当事者はいがみ合っていたと、

でも、今振り返って見てみれば、今の日本の礎を

つくるになくてはならない出来事であったという

ふうに思いますし、当時それを龍馬は本質的に見

抜いていたと、そしてその必要性をみんなに説い

て回ったと、まさに彼の能力が本当に今の日本の

礎になったんだなと感じるところであります。 

  そして、最後にはやはり行動力であります。土

佐藩にとどまるだけではなくて、その情熱とその

物事の本質をつかむという才能をもって日本全国

を駆けめぐって、多くの人と物と金をつなぎ合わ

せた。まさにそうありたいなというふうに思うと

ころでございますけれども、今回の一般質問でも

さまざまな課題が取り上げられ、さまざまな提案
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をいただいております。やはりこの米沢市を動か

していくにはまさにその情熱と志、そして物事の

本質をつかむ、そして行動に移す。このことが何

よりも大切なのではなかろうかなというふうに感

じたところでございます。 

  今回３点の質問をさせていただきますけれども、

ぜひその本質を捉えていただいて、当然行動が伴

わなければ結果が生まれませんので、それにふさ

わしい行動、事業なりをぜひ実施していただきた

いなということをまず申し上げて質問に入らせて

いただきたいと思います。 

  まず１点目、住宅宿泊事業法施行に伴う本市の

対応について伺いたいと思います。 

  ことしの６月15日に住宅宿泊事業法、いわゆる

民泊新法が施行されました。この法の施行により

これまでのホテルや旅館のみならず、一般居住用

の住宅においても宿泊の営業が可能となりました。

およそ10年前から一般住宅や投資用マンションへ

の宿泊仲介がスタートしておったようでございま

す。現在では新たなビジネスモデルが構築され、

年々増加する外国人旅行者の影響等もあり、宿泊

施設が不足する都市部を中心に民泊の需要が広ま

っているようです。 

  一方で、宿泊客と近隣住民とのトラブルも既に

発生しており、民泊事業の適正運用を目的にルー

ル整備が行われたのが今回の民泊新法となってお

ります。 

  法整備の背景を見てみると、地方都市には余り

関係ないと、恩恵がない法律と捉えてしまう方も

いるかもしれません。ですが、私はそうではない

と考えております。 

  我々が住み暮らす山形県は、全国的にも持ち家

率、そして住居の床面積の比率が大きいという結

果が総務省の調査でもわかっております。 

  しかしながら、人口減少が加速している昨今、

県民、市民１人当たりの住居の床面積は今後ます

ます増大していくことでしょう。当然ながら、そ

の床面積の増大は、ゆとりある居住スペースをあ

らわす数値ではなく、空き家や管理不全物件に直

結する数値になってくるのではないかと考えてお

ります。 

  そんな地方においては、空き家の抑制、新たな

活用法としての民泊が注目されるのではないでし

ょうか。 

  また、国内旅行者の動態も変化し、宿泊への需

要も多様化したことで民泊の利用者数も年々増加

傾向にあります。民泊は交流人口拡大の可能性を

秘めているとも言えます。 

  一方で、前段でも述べたように、近隣住民との

トラブルや既存宿泊施設への影響等、懸念される

要素を含んでいるのも事実です。 

  そこで伺います。 

  住宅宿泊事業法施行に伴う本市の考え方、対応

についてお知らせください。 

  それでは、次に進みます。 

  次は、産業用地の確保について伺います。 

  先日の一般質問におきまして、相田光照議員も

触れられておりましたが、本市における企業誘致

の実績には目をみはるものがあります。これまで

の地道な取り組みが実を結んだものというふうに

思いますが、関係者全ての皆様に敬意を表したい

と思います。 

  その産業用地ですが、現在では米沢オフィス・

アルカディアにおける利用率は77.65％、未分譲区

画は12画となっております。また、八幡原中核工

業団地においては、利用率93.65％、未分譲区画は

７区画となっております。未分譲区画はあるもの

の、オフィス・アルカディアにおいては12区画中

９区画が研究施設誘致エリアと位置づけられてお

り、一般向けの区画は残り３区画となっておりま

す。八幡原中核工業団地におきましては、残り区

画の最大面積が約６ヘクタールとなっており、た

とえもし引き合いがあったとしても例えば大規模

な製造工場なんかが誘致できる、そういった区画

が残っていないという現状だと思います。 

  ことしの３月の予算特別委員会におきまして、
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残り少なくなった産業用地について今後どのよう

に検討、対応していくのかと中川市長に伺ったわ

けですが、産業用地の必要性も含め、産業振興に

ついて検討していくという大変前向きな答弁をい

ただいております。それから約９カ月の月日が経

過したわけですけれども、この一般質問の場で改

めて伺います。 

  本市では新たな産業用地の確保について、どの

ような考えなのでしょうか。産業振興策も含め、

その考えを伺います。 

  続きまして、最後３番目の新規就農者への支援

策について伺います。 

  先月の初めに米沢市農林業振興議員連盟と米沢

地区農業関係団体による農政懇談会が開催されま

した。伊藤会長を初めとする多くの農業委員会メ

ンバーにも参加いただき、勉強会、意見交換会を

行ったわけですが、そこで農業委員会の皆様から

各農家が抱える問題、現場の声を伺い、改めて現

状を知る貴重な機会となりました。 

  当然我々人類は食料なしでは生きていけません。

きょうも朝御飯を私、どんぶりで２杯食べてきま

した。また、自然と共存していくためにも農地や

水田が持つ多面的機能、こういったものを維持管

理していかなくてはならないというふうに思いま

す。我々が生きていく上で根本となる産業が農業

であります。しかしながら、その根本となる農業

がどの業界よりも厳しい状況にあり、国策におい

てもいまだ有効な手だてがなされているとは思え

ない状況であります。その現実から目を背けるこ

となく覚悟を持ってその問題解決に当たっていく

ことが求められております。 

  今回は、数多くある問題の中から担い手不足解

消に向けた新規就農者への支援策の現状について

伺いたいと思います。 

  本市における新規就農の状況や支援策について、

また、課題などがあればあわせてお知らせいただ

ければと思います。 

  この項目につきましては、先日小島一議員の一

般質問と重複しておりますが、質問席よりまた私

自身の視点から再質問させていただきたいと思い

ますので、よろしくお願いいたします。 

  以上、壇上からの質問とさせていただきます。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

  〔菅野紀生産業部長登壇〕 

○菅野紀生産業部長 私からは、１番の住宅宿泊事

業法施行に伴う本市の対応について外２点につい

て答弁させていただきます。 

  初めに、住宅宿泊事業法施行に伴う本市の対応

についてですが、初めに住宅宿泊事業法の概要に

ついて御説明させていただきます。 

  宿泊施設を提供する旅館業に関しましては、昭

和23年に施行されました旅館業法によって規定さ

れております。しかし、近年急増する訪日外国人

観光客の増加などによる宿泊施設の不足、人口減

による空き家問題、さらにはインターネットのイ

ンフラを使った新たなビジネスモデルの出現で旅

館業の許可を得ていない一般の民家や空き家、空

き室などを宿泊施設として提供する形態、いわゆ

る民泊が急速に増加し、そのことで騒音やごみ出

しなどによる住民生活への悪影響、また治安上の

不安などが社会問題になっておりました。このこ

とから、一定のルールを定め、多様化している観

光客の宿泊ニーズに対応し、健全な民泊サービス

の普及を図るため、平成29年６月に住宅宿泊事業

法、いわゆる民泊新法が成立し、ことしの６月15

日に施行されたところです。この法律によって山

形県に必要書類を届け出し受理されますと、旅館

業法の許可がなくとも住宅において宿泊料を定め

て宿泊させることができるようになりました。た

だし、旅館業法のもとで宿泊業を営む事業者との

公平性の確保という点からさまざまな規制も定め

られました。 

  １つには年間営業日数の上限を180日にすると

いう規制になります。旅館業法では旅館やホテル

に対して安全衛生上の観点から施設の設備や運営

に対して細かい基準が設けられています。開業す
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るにはこれらの基準をクリアし、維持するために

当然ながらコストがかかっております。しかし、

民泊新法は届け出すれば既存の住宅を利用して宿

泊業ができる制度です。このことから民泊新法の

制定に当たっては現に宿泊業を営む事業者からは

猛反発の意見があったということです。そして、

いかに既存施設との公平な競争環境にするかとい

う議論を重ねた結果、年間営業日数の上限規制を

かけることで公平性を確保したものです。 

  ２つには、消防法の規制についても、宿泊室の

床面積や家主の居住の有無等によって消防用設備

等が必要になるというものになります。ほかにも

条例による区域制限や事業者が食事を提供する場

合は飲食店営業許可と専用の調理場が必要になる

など、簡単には民泊運営に参入することができな

いルールも定められました。 

  山形県においてもこの民泊新法の施行に合わせ

観光業関係者からの意見も聞き取り、特に静穏な

環境を維持する必要があると考えられる学校周辺

等や第一種低層住居専用地域については、一定の

制限を規定した山形県住宅宿泊事業の実施の制限

に関する条例及び施行規則を制定したところです。 

  この民泊新法が施行され５カ月が経過しており

ますが、10月22日現在、山形県内において８事業

者、その中で本市では２事業者が民泊の届け出を

受理されております。 

  本市の２つの事業者の運営形態ですが、１つは

東京電力福島第一原子力発電所事故後に福島市か

ら本市へ移動保育を行っているＮＰＯ法人が古民

家を活用しての運営と、もう一つは個人事業者で

アパートの一室を活用して運営されております。 

  法施行後の民泊利用状況ですが、観光庁が発表

していることし８月から９月の住宅宿泊事業の宿

泊実績によりますと、山形県内の宿泊日数は74日

で、延べ宿泊人数は273人となっており、６月から

７月の26日、72人よりも大幅に伸びている状況で

す。なお、本市の状況ですが、夏休み期間中の保

育施設のイベントとあわせての利用や避難者同士

の同窓会開催、また一般旅行者など、延べ80人ほ

どの利用があったと事業者からは伺っております。 

  また、この民泊新法が施行されたことを受け、

本市の旅館関係者にこの制度についてお聞きした

ところ、今のところすみ分けできるものと考えて

おり、脅威とは考えていない。ただし、今後空き

部屋や空き家などがふえることで住宅の一部を提

供するスタイルではなく、首都圏などで展開され

ているような居住者がいないマンションやアパー

トの空き部屋を提供する、それを一括管理運営す

るようなネットワークシステムに加入する事業者

がふえてくれば若干の影響は出てくるかもしれな

いということでした。 

  御質問のこの民泊新法の施行を本市としてどう

捉えているかですが、観光振興におけるメリット

としては宿泊費の安さを含め、観光客の宿泊ニー

ズが多様化していることに対応できること、また

最近人気が高まっているその土地の文化や生活、

暮らしを体験したいという観光客、特に外国人観

光客に対し日本の原風景が残る昔ながらの農村や

里山のある住宅を宿泊施設として提供できること

はお客様のニーズに応えることができるとともに、

事業者や地元にとっても自分たちの暮らしの価値

を再認識できること、そのことで守ってきた原風

景の保全活動やおもてなし意識の向上につながり、

ひいては観光地米沢の魅力を高めることになりま

す。また、事業者側のメリットとしては、空き家

や空き部屋を有効活用できる点にあり、不動産所

有者の中には民泊をビジネスチャンスとして捉え

ている方もいらっしゃるようです。そして、地域

にとっても民泊施設ができることで新たな人の流

れが生まれ活性化につながるものと考えられます。 

  一方、デメリットというよりは心配されること

としましては、さきに述べましたとおり、騒音や

ごみ出しなどによる住民生活への悪影響、また治

安上の不安などが挙げられますが、これについて

は県の条例制定により一定の制限が規定されてお

りますので、懸念される課題の抑止力になるもの
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と思われます。 

  このように、民泊新法施行により安価に住宅の

一部や空き家を提供できる施設がふえることは、

宿泊施設の選択肢がふえるとともに新たな宿泊施

設の進出などがなくても本市の宿泊受け入れ人数

をふやすことが可能となり、交流人口の拡大につ

ながるものと考えております。 

  次に、産業用地の確保についてお答えいたしま

す。 

  現在本市では２つの産業団地を保有しておりま

す。まず１つ目は、米沢八幡原中核工業団地で、

若年層人口の流出を防ぎ、地域産業構造の高度化

等を図る目的とし、昭和48年に国の工業再配置政

策に基づき全国第１号となる中核工業団地の指定

を受け、独立行政法人中小企業基盤整備機構、以

前地域振興整備公団でありましたけれども、そち

らが昭和50年度から造成したものです。２つ目が、

米沢オフィス・アルカディアで、地方拠点法に基

づき首都圏、地方巨大都市圏に過度に集中する産

業業務機能の分散政策により、新たな地域の雇用

創出と産業の高度化・重層化を図る目的で同じく

旧地域振興整備公団が平成９年に造成をしたもの

です。 

  このように２つの団地は、当時のさまざまな時

代背景により国の政策の一翼を担うとともに本市

産業の発展を目的として造成されたものです。こ

の目的の成果としましては、議員お述べのとおり、

平成30年11月30日現在の産業団地利用率は、米沢

八幡原中核工業団地で93.65％、米沢オフィス・ア

ルカディアでは77.65％と数多くの企業に進出い

ただき、順調に利用率が伸びている状況です。ま

た、従業員数は、平成30年４月１日現在で米沢八

幡原中核工業団地が3,729人、米沢オフィス・アル

カディアが639人と数多くの雇用が創出されたと

ころでございます。その大きな要因としては、平

成25年12月に独立行政法人中小企業基盤整備機構

から産業用地を市が取得し、企業立地を促進する

ため企業立地促進支援制度を創出するとともに各

種団体から御支援をいただきながら山形県と連携

して地道な誘致活動を積極的に行ってまいりまし

た。また、近年は東北中央自動車道の福島－米沢

間の開通により高速交通網が整備されたことや景

気が好調で各企業の設備投資が増加したことなど

の追い風もあった結果だと考えております。 

  今後においても雇用の創出、市民生活の向上に

よる地域の発展を目指すためにものづくりのまち

である本市の強みを生かしながら、持続可能な社

会としていくため企業の多種多様な要望に応えて

いくとともに、有機エレクトロニクス産業の一大

拠点都市としてより多くの企業に立地いただくた

めにも議員お述べのように将来を見据えた新たな

産業団地を確保しなければならないと考えており

ます。 

  しかしながら、産業用地を造成するためには多

額の投資と長い年月が必要となることに加え、我

が国が直面している人口減少による労働力不足、

経済状況では通商問題の動向、海外経済の不確実

性、金融資本市場の変動の影響など、さまざまな

大きな課題もあることから、今後の見通しなど外

部有識者から意見をお聞きし、新たな産業団地を

造成する際には民間活力の導入による団地整備と

いった手法も考慮しながらさまざまな可能性につ

いて調査、検討させていただきたいと考えており

ます。 

  なお、現在の企業動向としましては、いかにし

て初期投資を安価に抑えて早期に操業できるかが

念頭にあるため、既存の空き工場などを活用する

事例が多くなってきている実態もありますが、引

き続き米沢八幡原中核工業団地と米沢オフィス・

アルカディアの分譲地の完売を目指すとともに、

南工業団地の分譲区画や市内の空き工場などへの

企業誘致に取り組んでまいります。 

  次に、３番目の新規就農者への支援についてお

答えいたします。 

  昨日の小島議員への答弁と一部重複しますが、

御了承いただきたいと思います。 
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  初めに、新規就農者の現状と支援策についてお

答えいたします。 

  本市の新規就農者は、新規参入者、Ｕターン就

農者、農業法人への就業者の合計が平成26年度６

人、平成27年度５人、平成28年度５人、平成29年

度10人、本年度が24人となっております。近年の

傾向として、農業法人の経営規模拡大に伴い、雇

用による新規就農者数が増加しているところです。 

  支援策といたしましては、国の制度に農業次世

代人材投資事業があり、就農までの準備段階にお

いて県立農林大学校や先進農業法人などで就農に

向けた必要な技術を習得するため研修を受ける場

合、原則として45歳未満で就農する方に対し、年

間150万円が最長２年間交付されます。本市でこの

事業を活用された方は、直近の５年間で４名とな

っております。 

  また、次のステップとして実際に就農した後は、

経営開始型支援として人・農地プランに位置づけ

られ、原則として45歳未満で独立・自営就農する

認定新規就農者に対し、年間最大150万円が最長５

年間交付されます。本市でこの事業を活用された

新規就農者は直近５年間で10名となっております。 

  本市独自の支援事業としては、米沢市未来を拓

く農業支援事業があり、農業後継者や認定新規就

農者についても対象としており、みずから主体と

なって行う作物の栽培や新たな栽培方法の導入、

新商品開発事業などに対し補助対象事業費の２分

の１以内、上限100万円とした支援事業を行ってお

ります。この事業を活用された新規就農者は、直

近の５年間で７名となっております。 

  次に、現実に新規就農を行う場合の課題、ウイ

ークポイントについてお答えいたします。 

  新規就農には農家以外から新規参入や法人等へ

の雇用就農、そして農家内での親元就農の大きく

３つの形態がありますが、特に新規参入の場合、

農業を継続し経営として成り立たせるためには、

生産した農作物をいかに確実に販売し、収入に結

びつけることができるかが一番大きな課題である

と考えております。そのためには、就農計画を立

てる時点で、出荷する市場やＪＡなどの販売先を

具体的に検討することが大切になります。また、

幾ら販売先があっても採算がとれなければ経営は

成り立ちませんので、基本となる生産技術の習得

とあわせ、経営管理能力も身につけていただく必

要があると考えております。なお、親元就農であ

っても従来の経営内容のままでは労働力がふえる

だけで収益の増加は見込めませんので、経営規模

の拡大や新たに高収益作物部門を立ち上げるなど、

後継者として一歩踏み込んだ経営活動が必要であ

ると考えております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１５番（中村圭介議員） それでは、質問席より

再質問させていただきたいと思います。 

  では、順番に民泊新法のほうから伺いたいと思

います。 

  こちら聞き取りの際に数多くの課の方々に来て

いただいたんですが、どこが答弁いただけますか

ねという話を長らくそのときさせていただきまし

た。恐らく多分担当が明確に決まっていない。交

流人口の拡大というような観点から今回観光課、

産業部のほうで答弁いただいたのかなと思うわけ

でありますけれども、まず初めに伺っておきたい

のは、もし今後この制度を活用して民泊事業を始

めたいなんていう市民の方がいらっしゃった場合

の例えば相談窓口なんていうものはどのように想

定されておるものなんでしょうか。やっぱり監督

する県、例えば保健所、そちらに行ってくれなん

ていう対応になってしまうんでしょうか。そのあ

たりどのように考えるかまずお答えいただきたい

と思います。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 届け出自体は県となりますけ

れども、もし相談があれば制度の説明、また活用

できる各種支援制度などについてはしっかりと観

光課のほうで説明、御案内したいと思っておりま
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す。 

  そして、開業後につきましても情報を頂戴しな

がら市内の旅館、ホテル一覧に民泊施設として掲

載して案内していきたいなとは考えております。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１５番（中村圭介議員） わかりました。 

  それで、何点か要望させていただきたいことが

ございます。といいますのは、やはりこの民泊、

旅館業法から比べれば格段にハードルが下がって

いるというか、比較的容易に参入しやすいわけで

はありますけれども、それでもやはり一般の方が

この制度を活用して民泊を始めるというにはやは

り手続もそうですし、さまざまな法解釈も含めて

かなり複雑だと、煩雑な手続が必要だというよう

な内容となっておるようです。そういった中でも

例えば米沢市にかかわってくることも多々あるの

ではないかなというふうに思います。例えばです

けれども、今、本市でも例えば空き家の取得補助

であったりですとか、またリフォームの補助事業、

こういったものを実施しております。原則として

は居住用住宅に限るということが前提かと思われ

ますけれども、例えばこれらを使った方が後に民

泊事業を開始するということに対しての市の見解、

もしくは当初から民泊事業を目的としてこの事業

を活用したリフォームができるのかどうかとか、

例えばそのあたりというものは、既に検討されて

いるものなのかどうか。まずその辺お知らせいた

だければと思います。 

○島軒純一議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 まず、現在の補助制度でござ

いますけれども、空き家の有効活用や移住定住の

促進を図るために住宅取得時の補助金として空き

家利活用支援事業補助金があります。こちらのほ

う将来民泊施設として利用する場合も利用可能で、

特段の制限はないところでございます。 

  一方で、住宅リフォーム総合支援事業につきま

しては、市内にみずから居住する住宅、または居

住予定の空き家を対象にしておりますことから、

旅館業法に基づいて民宿等を行う営利目的を兼ね

た住宅は補助金の対象外となっているところでご

ざいます。 

  今回、新たに民泊という住宅利用方法も出てき

たところでありますので、今後ニーズを踏まえな

がら補助の範囲やメニューというようなところも

考えていかなければならないと思っているところ

であります。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１５番（中村圭介議員） 当然すぐ貸せるような

きれいな住宅だけではなくて、今後リフォームし

て貸し出すというか、民泊施設に変えていくとい

うことは容易に予想できるわけでありますので、

今、検討いただけるというお話いただいたわけで

すが、ぜひ今後の民泊の需要等も見据えながら柔

軟に検討していただきたい、対応していただきた

いということを申し上げたいと思います。 

  そして、さらにはさまざまに市に絡んでくると

いうか、あるんですね。例えば税制の問題。今回

民泊の対象となるのが居住用住宅なわけでありま

すから、居住用の住宅というのは課税標準の特例、

６分の１の税の課税標準の減額の措置を皆さん大

体の方が受けていらっしゃるかと思うんですけれ

ども、それが今度民泊施設というふうになったこ

とで例えばその特例がどうなるのかといった問題。

いざ民泊をやってみたもののなかなか人が入らず

思いのほか固定資産税が増大してこんなはずでは

なかったということがまず起こり得ないんでしょ

うかというようなことです。 

  また、そういった施設になるので、水質汚濁防

止法に該当するような物件の届け出があったりで

すとか、市が所管する部分というものは大いにあ

るのではないかなと思います。 

  ですので、そういった意味で今回観光課が告知、

募集も担当されるというお話をされておりました

が、いま一度この民泊新法に関して間違いなく先

ほど言ったように税も含めて全庁的にまたがって

くるものだと思います。逆に言えば、これは、国



- 136 - 

はちょっと手落ちというか、ちょっと勇み足で早

く出し過ぎたのではないかなと思っておりますの

で、監督を県に任せるということではなくて、ぜ

ひ米沢市がどうかかわっていくのかも含めて、そ

の可能性も含めた研究といいますか、そういった

ものを行っていただきたいと考えるわけですけれ

ども、これは誰に答弁もらうんでしょうかね。こ

れは市長にお伺いするしかないんでしょうか。誰

か答弁いただけますでしょうか。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 民泊に関しましては、壇上か

ら申し上げましたように、ただいままだ実際には

２件の届け出しかないということもございまして、

それほど米沢市内では広がっていない部分もござ

いまして、今後そういった案件が出てくればそう

いう対応も必要になってくるかと思いますけれど

も、これからさまざまな状況に応じまして市内部

で検討してまいりたいと考えております。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１５番（中村圭介議員） 私が申し上げているの

は、そういう話ではありません。需要がふえてき

てから対応するのではなくて、これからもうこの

制度がある以上、本市が望む、望まないにしても

制度を活用した申請というものは当然見込まれる

わけでありますから、もし今言ったように例えば

リフォーム事業が、民泊事業にも適用になるとい

うのであれば、これを事業実施する方にとっては

大きなメリットになりますし、だとすれば、する

しないも含めた早急な判断が必要かと思われます。 

  先ほど言った税の問題、これは今通告していな

いですけれども、該当するかどうかなんて総務部

長わかりますか、ちなみに先ほどの話というのは。 

○島軒純一議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 御質問の住宅宿泊事業に関し

まして、本年２月に総務省から通知が来ておりま

す。それによりますと、住宅用地特例の適用につ

きましては、当該家屋またはその部分が住宅宿泊

事業の用に供されているか否かにかかわらず、当

該家屋またはその部分の実態に照らし、人の居住

の用に供するものと言えるかどうかにより判断す

べきものとされております。ここでいう人の居住

の用に供するということは、特定の者が継続して

居住の用に供することになります。 

  今般、このような通知を受けまして、実はある

自治体ではもともとはその物件を住宅として認め

て６分の１軽減をしてきたところだったんですが、

この民泊の届けによって実態を確認した上で宿泊

施設として６分の１の適用を外した例もございま

す。したがいまして、まずやはり実態を確認した

上で、その利用形態を把握した上での課税になる

と思われますので、それらのところについては、

今後どういった場合にその適用をするかどうか判

断をしていく必要があると考えております。 

○島軒純一議長 中村圭介議員。 

○１５番（中村圭介議員） 今、部長のお話にあっ

たように実態に合わせた考え方だということで、

私もその記事を読ませていただきました。たしか

その部長のお話は多分京都市の事例ではなかろう

かと思うわけですけれども、それを読めばやはり

各自治体でその判断も分かれるというような記事

も読ませていただきました。既にもう２件の申請

があるということであれば、その実態調査なるも

のも早急に着手というか、今今の話として行わな

ければならないことかと思います。そうなれば、

米沢市としてはどういうふうな考え方でどういう

判断をしていくのかということに関してもこれは

早急に決めなくてはいけないんでないかなと思う

わけであります。ですので、そういった意味から

もこの民泊新法に対する対応というものは、事が

発生してからではなくて、もう既に当初から予測

されることというのが多々ございます。今言わせ

ていただいたことも含めてそのほかにもたくさん

あります。ですので、そういったものの整理をし

て、来てからではなくて、いつでも来たら民泊を

希望する方に例えば案内ができる、注意喚起がで

きる、例えばこういう制度を利用できるという案
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内ができるというか、そういう体制をつくってい

っていただきたいという旨の要望なんですけれど

も、改めてその点に関してはどうでしょうか。市

長お願いします。 

○島軒純一議長 中川市長。 

○中川 勝市長 今この民泊の話でありますけれど

も、やっぱり米沢市としても総合的に考えていく

必要があると思っております。宿泊施設がないわ

けでもありませんので、その上住宅における民泊

ということになってきますと、今議員お述べにな

っているいろいろな課題をどうクリアしていくか

ということが大きな課題になってまいりますし、

また政策上の課題についてもどのように、後で御

質問あるのかでありますけれども、空き家対策と

もつながってくる部分もありますから、そういっ

たところでどのように米沢市の政策的に……、い

ろいろな分野に私は使えると思っているんです、

この住宅民泊。それは単に泊めるということだけ

ではなく、その中で人と人との触れ合いによって、

それがいろいろな何ていうんでしょうか、端的に

言うと、ふるさと納税の返礼にも使うことができ

るのではないかとか、新たな取り組みもそこから

生まれてくると思いますので、これはもう少しち

ょっと研究をさせていただきたいと、このように

思います。 

○島軒純一議長 中村議員。 

○１５番（中村圭介議員） ぜひ研究していただき

たいと思います。 

  これは、私、実はこの民泊事業を全面的に進め

ようとも思っていないですし、やめようとも思っ

ていない。要するに、やはり先ほど言った本質を

つかまないと本市にとってどれだけのメリットが

あるのかということを分析しないと、なかなか取

り組めないという現状なのではないかなと思って

おりますので、ぜひその部分を御検討いただきた

いなと思っております。 

  しかし一方で、今市長もお述べになりましたけ

れども、空き家の解消という視点には十分直結し

てくるものなのではないかなと思います。当然、

民泊申請された住宅というのは、普通の一般住宅

と比べても間違いなく相当に管理された住宅であ

るということは間違いないですし、これから旅行

動態も変化して、かなり一人旅行の方とか、そう

いった一軒家を好んで泊まられる方ということも

ふえていらっしゃるようであります。そういった

意味でもしかすれば家族が巣立っていって、あい

たところを、じゃあたまに月に何回でもいいから

やってみようかとか、例えばそういう方だってふ

えてくるかもしれません。そういった意味でも住

居のあり方というものも今後さま変わりしてくる

ということも予想されますので、ぜひこれは建設

部のほうに要望したい点でございますけれども、

住生活基本計画、こちらの山形県の計画に即して

現在空き家対策等を取り組まれておるわけであり

ますけれども、実際県の条例、私も見させてもら

いましたが、やっぱり包括的過ぎるというか、や

っぱり各自治体の実態に照らし合わせているかと

いうと、ちょっとはてなな感じがあります。ぜひ

今回、民泊新法も含めて住居のあり方が変わるか

もしれないということも鑑みながら、ぜひ住宅政

策のあり方というものにもメスを入れていくとい

うか、検討の一歩としていただければなというふ

うに考えるわけですが、その点いかがでしょうか。 

○島軒純一議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 ただいま御紹介ありました山

形県住生活基本計画が策定されまして、住宅政策

に米沢市のほうも取り組んでいるところでござい

ますけれども、お話があったとおり、住宅を取り

巻く対応も今回の民泊というような新たな切り口

とか、空き家というようなところの社会環境の変

化にマッチングしていく必要があると考えている

ところでもありますので、需要やさまざまな課題

を探りながら研究してまいりたいと思っていると

ころでございます。 

○島軒純一議長 中村議員。 

○１５番（中村圭介議員） ぜひ研究して本質をつ
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かんでいただきたいなと、そして行動に移してい

ただきたいなということを要望したいと思います。 

  せっかくできた法律ですので、できればこれら

を利用して少しでも空き家対策の一助としたり、

交流人口の拡大にできれば私はつなげていければ

なというふうに考えておりますので、ぜひ知恵を

絞っていただきながらうまく活用していただくこ

とを強く要望したいなと思います。 

  それでは、２点目の産業用地の確保についてと

いう部分について伺いたいと思います。 

  今後、用地の必要性にも向けて検討していくん

だというざっくりそういった答弁をいただいたわ

けであります。企業誘致のほうに触れられており

ましたけれども、私もう一つ企業誘致とそれ以上

に大事だと思うのが、やはり地元の企業でありま

す。私、よく市民の方とお話しすると、「おまえ、

企業誘致といったって市内の企業では話にならな

いべした」とよく言われる方がいらっしゃるんで

すよ。でも、やはり市内の方が業績を拡大して、

この米沢でしっかりと根を張って操業していただ

くと、要するに一あるものを減らしてはならない

という意味からも地元の企業が進出するというか、

業務を拡大するということも極めて重要な要素で

はないのかなと思うわけですけれども、一方でそ

ういった視点からの産業用地の拡大という考え方

も考えられるのではないかなと思うわけでありま

すが、ちょっとぜひその辺の考え方というか、見

解についても伺っておきたいと思います。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 地元企業ということで、立地

されて地元企業になった企業さんと、もともとの

地元企業さん、２つの種類があるかと思いますけ

れども、前段の立地された企業につきましては、

定期的に本社のほうを訪問してさまざまなお話を

頂戴しております。現在の業況や今後の見通しや

市に対する要望、御意見等をお聞きするようにし

ております。そういった中で、産業用地を買い増

ししていただいたりというようなケースも出てき

ております。また、毎年東京で、立地いただいて

おります企業や検討いただいている企業を対象に

した工業立地セミナーなども開催しまして、市の

現況報告や講演会等を行いながら情報交換を行っ

て進めてまいっているところです。 

  そして、地元企業に関しましても、職員が企業

訪問を実施し、意見交換をしておりますし、企業

が困っている部分やさまざまな情報を伺いながら

他の企業との連携が図れないかとか、さまざまな

課題解決に向けて施策を紹介しながら地道ながら

そういった取り組みを行っております。 

○島軒純一議長 中村議員。 

○１５番（中村圭介議員） わかりました。 

  では、そこでもう一点伺いたいんですけれども、

地元の企業、私は地元で操業している企業をまず

は一番にイメージしてお話しさせてもらっており

ますけれども、やはりほかの自治体では建てかえ

時期が来て、その当該市に、その自治体に適地が

なくて、それでそこから移転をして、社屋を更新

するというか、というような事例もあり、そうい

った危機感から地元で操業している企業を市内に

とどめるといった視点からの産業用地の分譲とい

うものに取り組んでいらっしゃる自治体もあるよ

うに思います。そのためにはいかに今概況等をキ

ャッチするんだというお話をされておりましたけ

れども、どうなんでしょうか。やはりそれには本

当に密な地元の産業界との協議会、懇談会といい

ますか、そういったものが大事なのかと思うんで

すけれども、済みません、勉強不足で恐縮で、そ

ういった地元の企業さんと、そういった個別訪問

ではなくて、意見交換ができるような場の設定だ

ったり、組織体というものは今存在しているもの

なんでしょうか。あるとすればどういったものな

のかぜひ教えていただければなと思います。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 誘致されたところに関しまし

ては、八幡原企業協議会という団体がございます

し、それ以外にもともとの地元の企業を含めまし
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た米沢電機工業会というものもございまして、そ

ういった団体との連携を図りながら、また経済団

体であります米沢商工会議所、そういった団体と

の連携も図りながら、しっかりと情報収集なり、

御意見を伺うなりして取り組んでいるところでご

ざいます。 

○島軒純一議長 中村議員。 

○１５番（中村圭介議員） わかりました。 

  ちょっともう少し伺いたいと思います。 

  先日の一般質問で相田光照議員からも第２期工

業振興計画についてのお話がございました。私は、

まさにこの産業用地をどうするかというところは

振興計画に大きくかかわってくる部分だなと思っ

ておりまして、５カ年計画で平成32年度まででし

たかね、という内容になっておるようです。 

  まず、ちょっと根本的なことを伺いますが、こ

の工業振興計画、第３期の振興計画をつくる予定

があるものなのかどうか。あるとすればその検討

というものは、いつから始められるのかというこ

とをまずお伺いしたいと思います。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 ものづくりのまち米沢としま

しては、工業振興計画、第３期しっかりとつくっ

てまいりたいと考えております。そして、平成32

年度までということで現在の第２期が終了します

ので、それ以前、早ければ来年度から着手できれ

ばよりよいものができるのかなと思いつつも、さ

まざまな情報を集めていかなければならないとい

うふうに考えております。 

○島軒純一議長 中村議員。 

○１５番（中村圭介議員） よかったです。来年か

ら、私も来年からこれ取り組まないと、それだけ

大きな問題ではないかなと思っております。先ほ

ど壇上で部長もお話しされましたが、この分譲地

を、産業用地を造成する、しないという、これ相

当な決断だと思うんですよ。やっぱり分譲すると

なればお話あったように、当然先行投資も必要と

なりますし、当然売れなければどのぐらいの金額

になるかわからないんですけれどもね、民間から

土地を収用すれば当然固定資産税も減ってしまう

しというか、やっぱりそういったリスクも背負わ

なければならない。かといって用地がなければ企

業を呼ぶこともできないわけで、この両てんびん

をどう判断していくかということが極めて重要な

のではないかなと思います。 

  そこでなんですけれども、先ほど外部の知見の

活用だというお話をされておりましたが、私もま

さにそのとおりだと思います。産業の今後の将来

像を見るに当たっては、とても残念ながら、皆さ

んの能力が低いという意味ではなくて、例えば産

業部だけでこの未来を予測して判断していくとい

うことはもう不可能だと思います。やっぱり当然

世界の経済状況にも目を向けながら、当然国内の

企業動向にも目を向けながら、相当専門的な知見、

これが必要になってくるのではないかなと思いま

す。ということは、新たにつくられる第３期工業

振興計画にそれなりのものを盛り込もうと思えば、

来年からでもそういった外部、例えばコンサルで

あったり、どこかシンクタンクであったりとか、

そういったところの専門的な機関に……、本市を

取り巻く産業の状況と、どういう調査項目になる

かは別としても、そういった判断をする、決断を

するための事実根拠となるそういった資料が何よ

りも必要ではないかなと思います。どうでしょう

か。ぜひ来年にでも、これはお金を払っても私は

いたましくないのではないかなと考えるわけです

が、その辺いかがでしょうか。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 今後の将来の景気動向や社会

動向、人口動向など、さまざまな不確定要素があ

る中で、これらの予測と分析をするには、やはり

それなりの知見がなければなかなか難しいのかな

というふうに思っております。可能であればやは

り将来性や指針を導き出すようなコンサルやシン

クタンクなどの、そういったところの活用も視野

に入れて検討しなければならないというふうには
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考えております。 

○島軒純一議長 中村議員。 

○１５番（中村圭介議員） これまでの振興計画、

第１期、第２期を見ますと、当然企業誘致にかか

わる部分、頑張って埋めるんだという計画からま

るっきりがらっと変わる計画になることが予測さ

れます。そういった意味でもすぐにこれ１年、２

年でできるものではないなと思います。ぜひ今そ

の方向性についても部長からも前向きな答弁いた

だいたわけなので、ぜひこれ来年度早々にでも着

手したほうがいいと思います。それでも遅いんじ

ゃないかなと心配するくらいでありますので、ぜ

ひ来年度中にしっかりとした調査、そして事実と

根拠に基づく重大な判断を下していただいて、本

市の産業の未来に貢献できるようなすばらしい振

興計画をつくっていただきたいということをここ

で要望したいと思います。 

  それでは、３番目の新規就農者への支援策につ

いてでありますけれども、これはきのうの小島一

議員の質問でも「部長、率直にこの人数どう思い

やるし」というような話があって、まだまだ満足

できないと、私もそのとおりだと思っております。

話の中でやはり国の制度であったりですとか、例

えばこれ、きのうだったんですかね、山形県の支

援センターのお話なんかも引き合いに出されてお

ったようでございます。でもやはりここまで来る

ともう腹を決めてこの新規就農支援というものは

取り組まなくてはならないのではないかなと思い

ます。何を言うかというと、細かく事例はここで

話しませんが、やはり単独事業を組んで新規就農

者への支援策を行っているという自治体は多数存

在しております。要するに国や県のせいにするの

ではなくて、今我らの住むまちの自治体の課題に

即応した対応をするというような自治体こそが、

やはり数字的に見ても新規就農者数の増加にも結

びついております。具体的にこの制度を出せとは

言いませんが、どうなんでしょうか。やはりここ

はひとつ本市としても単独事業を行うぐらいの意

気込みを持った新規就農策、これについて取りか

かるべきなのではないでしょうか。その辺の考え

をお伺いしたいと思います。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 新規就農者の獲得につきまし

ては、増大に向けての取り組みにつきましては、

やはり喫緊の課題だなと思っております。そのよ

うな中で単独の事業につきましては、その可能性

を検討してまいりたいと、実施の可能性を検討し

てまいりたいと思っております。 

○島軒純一議長 中村議員。 

○１５番（中村圭介議員） 先ほど就農で親元就農

であったり、新規参入、法人への就職だというふ

うにありましたけれども、この間の農政懇談会の

折にも農業委員の方からお話出ましたが、やはり

親元就農に対する要望というのが部長もお聞きい

ただいたかと思いますけれども、多かったように

私自身も思います。やはり新規就農者という目か

ら見るとやはり親元就農される方は当然もう先祖

伝来の土地もありますし、機材関係もそろってお

りますし、知識もそろっているということで、そ

ういった意味ではやっぱり一番参入しやすいとこ

ろなのではないかなと考えるところであります。

当然一方で収入の差であったり、支援の内容とい

うところにおいては検討すべき余地は十分にあろ

うかと思いますが、ぜひそういったところにも着

目していただいて、先ほど研究していただけると

いう答弁いただきましたので、そこについても検

討していただければなと思っております。 

  もう一つ、これは懇談会の折に島軒議長の挨拶

でもありました。部長も聞いていらっしゃったの

で、覚えていらっしゃるかと思いますけれども、

やはり農業委員会と議会、これは定期的に懇談会

をさせてもらっておりますが、どちらかというと、

やはり農業委員会が現場の方から聞いて抱えてい

る農業問題を、我々が一回ワンクッションとして

受けとめて、それを行政側に我々が提案するとい

うか、お話しするというような形で、せっかく農
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業委員会という組織があるのに、もしかすれば単

なる行政委員会として位置づけてしまって、そう

いう農政にかかわる連携とか、そういったものが

うまく機能していないのではないかなというふう

なことを議長がおっしゃったわけですけれども、

私もまさしくそのとおりだと感じました。その点

に関しては、実際の今の連携ぐあいもそうなんで

すが、つまりもっと連携してやってくれというこ

とをおっしゃりたいわけなんですが、その点につ

いてはどうでしょうか。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 私どもも農業者の実情を一番

よく御存じなのは地域から推薦された農業委員の

皆様と農地利用最適化推進委員の皆様であると考

えております。今後はより一層農業委員会と農林

課の連携を密にしまして、情報交換を頻繁に行い

まして、担い手への農地利用の集積はもとより新

規就農者や担い手への支援など、農業経営の改善、

発展に向けた施策を講じてまいりまして、本市農

業の振興に努めていきたいと考えております。 

○島軒純一議長 中村議員。 

○１５番（中村圭介議員） 最後にしますけれども、

やっぱり新規就農者というか、新規就農されて成

功した方の事例を見ると、やはり例えばしっかり

とした出口、販路を持っている方であったり、あ

とは先ほども壇上でありましたけれども、物すご

くすぐれた経営手腕を持っていると。要するに農

業とはまた別の分野での経験を生かした農業運営

であったり、あとは例えばつくる農作物に対して

しっかりとしたストーリーを持っているとか、や

っぱり何ていうか、ここに関しても先ほどの冒頭

言った情熱ですよね。やっぱりそういったものを

持つことが何よりも大事なのではないかなと。そ

れを就農しても当然長く続けていかなくては意味

がないわけなので、そういった意味でもそういっ

た人を育てていく。また、逆にそういった人を呼

び寄せてみる、米沢で農業をやってみませんかと。

そういう熱意ある人が来れば自然と周りにもその

思いや熱というものは波及していくのではなかろ

うかなと思います。ぜひそういった今度人材の育

成、募集ということにも力を注いでいただきたい

ということを申し上げまして私の質問とさせてい

ただきます。 

  ありがとうございました。 

○島軒純一議長 以上で15番の中村圭介議員の一般

質問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午前１１時００分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午前１１時０９分 開  議 

 

○島軒純一議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、中山間地域の振興について外１点、10番

鈴木藤英議員。 

  〔１０番鈴木藤英議員登壇〕（拍手） 

○１０番（鈴木藤英議員） 皆さん、こんにちは。 

  一新会の鈴木藤英です。３日目のお昼前の２番

手ということで質問をさせていただきます。 

  先ほどありました中村議員のように時候の挨拶

もいろいろ私考えたんですけれども、師走という

ものは先生が走ると書きまして、いろいろと忙し

く、また一般質問の用意等々している間に時候の

挨拶もなかなか思い浮かばずこの演壇に立ってお

りますので、長々としたような時候の挨拶という

ものはしないで質問に入らせていただきたいと思

います。 

  なかなかお忙しいですので、お昼の12時には終

わるように簡潔明瞭な御答弁を当局の方には御期

待したいと思います。 

  今回の私の一般質問は、中山間地域の振興策、

また冬期間の除雪についての２点であります。ど

ちらもこの米沢と切っても切れない特色のあるよ

うな事柄の質問とさせていただいております。ま
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た、この質問内容については、私も議員に当選さ

せていただいてから当初から一般質問や市政協議

会等々、さまざまなところで取り上げさせていた

だいてまいりました。 

  皆さん御存じのように、本市米沢市は、総面積

のうち約８割を占めるとも言われる森林並びに中

山間地域で構成されております。山々の恵みは豊

かな郷土を保全する。また森林環境は、降雨、降

雪、またそういったところの中でしっかりとした

水源の涵養や豊かな自然により、私たち市民に多

くの恩恵をもたらしていただいております。しか

しながら、中山間地域ではこの30年ほど著しい人

口流出に歯どめがかからない状況にあります。耕

作放棄地や森林の荒廃、そういったものが叫ばれ

て久しい状況にあります。 

  その中山間地域でありますけれども、昭和30年

代ごろまでは森林から生産される木材の生産等で

十分な利益が確保されておりました。人々の生活

も山奥でありながらも多くの家族に囲まれ地域社

会が成り立っていました。伐採した木材を河川よ

り流して、これを木流しというわけですけれども、

米沢市中心部で河川から引き上げ、そして木材と

してまた建築資材として利用されてきました。そ

のような地名が残っているのが現在の米沢市西部

の木場町ということであります。そちらでちょう

ど大量の材木を陸に上げて流通していたという名

残が町名に残っております。 

  また、森林から生産される木材は、炭、または

まきとして加工され、また流通されて人々の暮ら

しを支えてまいりました。今でいうところの生活

の基盤をしっかりと担保するような森林が人々の

営みによって維持されてきたことは大変畏敬の念

を持って考えさせていただいております。 

  しかしながら、先ほども申しましたように、耕

作放棄地の増大や森林の荒廃、また有害鳥獣の増

加によってなかなか中山間地域での生活がままな

らない状況になっております。しかし、現在地域

資源を活用しつつ、農業、林業、観光業を基盤と

した生活を営んでいる住民がいる以上、これから

も永続的に住み続けられる生活環境を担保してい

くということは行政として、本市としての責務で

はないかと考えております。 

  そこでお尋ねいたします。 

  今後、本市として中山間地域の振興をどのよう

に図っていくのか、農地保全、有害鳥獣駆除の観

点、また住民の相互理解等の観点からお答えいた

だきたいと思います。 

  第２点目に除雪についてお伺いいたします。 

  師走12月になり、いよいよ冬本番となりました。

市内のあちこちでは雪囲いも終わり、慌ただしく

冬の準備を進めている光景が見受けられます。皆

さんも車のタイヤの交換等々お済みでしょうか。 

  国道や県道沿いの除雪ステーションには黄色い

手入れをされた除雪用の重機が居並び、いつでも

出動できる体制となっています。もしかすると、

今週末にはこの除雪車が今シーズン初出動になる

ような降雪もあるのではないかというふうに思わ

れるようなことであります。 

  我々米沢で生まれて育った者にとっても雪は大

変厄介で、できれば降らないでほしいと思うもの

ですが、旅行で訪れた方や進学、転勤、結婚等で

米沢で暮らし始めた方にとっては脅威ですらある

と思われます。 

  先日、議会報告会・意見交換会で産業建設常任

委員会の意見交換会にいらした方、市民の方で３

名の男子の大学生がいました。さまざまな米沢の

魅力について聞くと、雪に対しての不安が一番大

きい、またそういったお話も聞くことができまし

た。 

  その学生さんは、ことしが米沢で過ごす初めて

の冬ということで、周りの雪の生活の経験をされ

た方から今年の冬が楽しみだなと、ちゃんと雪と

つき合っていけるのかというようなことで、ちょ

っとおどかされていたというようなお話がありま

した。とかく、やはり雪さえなければな、この米

沢はいいところなんだけれどもということはあり
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ますが、米沢に住む者にとってこれは当たり前の

こととして受けとめることも必要ですけれども、

その雪とどのように共存していけるのか、冬の除

雪体制、そういったものをしっかりと担保できる

のかということが市にとって求められていると思

います。 

  その雪の影響が一番多いのは、何といっても交

通であります。冬期間降雪時には毎日のように除

雪できる体制とはなっておりますが、さすがに昨

年の冬のように毎日ともなると現場で除雪に当た

る除雪車のオペレーターの激務には心から敬意を

表するものであります。その中で、オペレーター

さんの疲労や体調不良等で欠勤せざるを得ない状

況、また除雪の勤務ができないこと等もあるので

はないでしょうか。一部除雪の機械はあるけれど

も、作業人員が確保できない。また予定どおりに

進まない等々のこともあるのではないでしょうか。

今冬の人員の確保、配置ができているのか、そう

いった計画の点でお伺いいたしたいと思います。 

  また、昨シーズンのように大雪の年には、圧雪

が30センチもあるような市道もありますが、消雪

の道路では積雪がなく、アスファルトの路面が露

出している状況があります。そちら主に市道と県

道との間に30センチを超えるような段差ができ、

車の通行を阻み、市内のあちこちで動けない車が

出て交通を分断する、遮断する、また長距離の渋

滞が発生するなどの光景が見受けられるようにな

ります。 

  このような状況は、今に始まったことではなく、

雪国で生活する我々市民にとっては毎年目にする

ような光景ともなっております。このような緊急

時には直ちに現場に駆けつけて一刻も早く状況を

改善する、交通の流れをスムーズにする、そうい

った圧雪を取り除いたり、段差を解消するといっ

た対策が望まれますが、除雪において緊急的な状

況に対する除雪の方策、そういったものをどのよ

うに考えているのかお尋ねいたします。 

  以上、壇上からの質問とさせていただき、御答

弁により質問席からの質問とさせていただきます。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

  〔菅野紀生産業部長登壇〕 

○菅野紀生産業部長 私からは、１番の中山間地域

の振興についてのうち、人・農地プランについて、

山林の境界明確化について、有害鳥獣対策につい

ての３点についてお答えいたします。 

  初めに、耕作放棄地の有効活用と土地利用に向

けて人・農地プランなどをどう調整していくかに

ついてお答えいたします。 

  中山間地域の農地は、国土の保全、水源涵養、

自然環境の保全などの多面的な機能の発揮や景観、

伝統文化の継承などの地域振興の面で重要な役割

を有しております。 

  本市は近年、少子化と後継者不足による農業の

担い手の減少が急速に進んでおり、耕作放棄地が

増加するなど、地域の営農環境は厳しい状況にあ

ると認識しております。耕作放棄地発生防止には

リタイアする農業者の農地を事前に把握しておく

こと、またその農地を引き継ぐ経営体をあらかじ

め検討しておくことが必要と考えております。 

  本市においては、旧市・村単位に市内全11地区

で人・農地プランが作成されており、地域農業の

担い手となる中心経営体、リタイアする農業者の

確認などについて農林課の地域連携推進員を中心

に振興組合長など集落の代表者を訪問し、聞き取

りや相談を行い、必要に応じて集落内農業者によ

る話し合いの場を設けていただき、農地の集約化

や支援制度の活用についてのアドバイスなどを行

っているところです。 

  また、耕作放棄地を有効活用していただくため

には、国の荒廃農地等利活用促進交付金や多面的

機能支払交付金の活用が可能であり、これまでも

南原地区や山上地区で耕作放棄地を再生し、ソバ

を作付していただいた実績があります。 

  中山間地域の農業の振興のためには、今後も継

続した地域の話し合いなどが重要と考えておりま

すので、地域農業の実情を詳しく把握されている
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各地区の農業委員や農地利用最適化推進委員の皆

様と連携を図りながら事業を推進してまいります。 

  次に、山林の境界明確化等についてお答えいた

します。 

  現在、本市において林地台帳を整備しておりま

す。この林地台帳は、所有者や境界が不明確な森

林の解消及び県や法務局、市町村が個々に管理し

ている所有者や境界等の情報の一本化を図るため

に国が平成28年５月に森林法を一部改正し、市町

村が平成30年度末までに森林所有者や境界等の情

報を一元的に取りまとめて公表することになった

ものであり、森林組合や林業事業体等が取り組む

境界の特定や計画的な森林整備の推進が図られる

ことを目的としております。 

  また、森林整備等のために必要な費用を国民一

人一人が広くひとしく分任して森林を支える仕組

みである森林環境税が平成36年度から施行される

予定となっており、その前倒しとして平成31年度

から森林環境譲与税が市町村に交付されます。同

じく平成31年度から森林経営管理制度が開始され、

林業の成長産業化と森林資源の適切な管理の両立

を図るため、森林所有者に適切な森林管理を促し、

森林管理の責務を明確化するとともに、森林所有

者みずからが森林管理を実行できない場合に市町

村が森林管理の委託を受け、意欲と能力のある林

業経営者につなぐスキームを設けることになりま

す。 

  本市としては、森林の境界明確化はこの大きな

林業行政の変革の中において重要なものであると

考え、森林環境譲与税活用事業の一つとして、平

成31年度から森林組合の協力を得ながら森林の境

界明確化に着手する予定です。その成果を林地台

帳に取り込み、更新することによりその精度を高

めることで森林所有者や境界の特定、森林施業の

集約化等が行いやすくなり、コストを抑えた森林

整備が今後一層促進されますので、森林資源の有

効利用や再造林等を積極的に進めることができる

ようになり、林業の活性化にもつながるものと考

えているところです。 

  次に、有害鳥獣対策の現状と考え方についてお

答えいたします。本市の平成29年度の鳥獣による

農作物被害状況は、被害面積が10.2ヘクタール、

被害額が1,288万9,000円であります。前年度と比

較し被害面積は3.1ヘクタール増加しております

が、被害額は51万6,000円減少しております。傾向

としては、猿による被害が多い現状でありますが、

昨今、イノシシによる水稲被害なども拡大傾向に

あります。 

  また、平成29年度の捕獲についてですが、ニホ

ンザルが65頭、ツキノワグマが31頭、イノシシが

34頭でした。 

  ニホンザルについては、平成29年３月末の生息

数は789頭で、平成30年３月末の生息数は752頭と

なっております。 

  被害対策の考え方としましては、米沢市内の鳥

獣被害防止に向けた中長期計画に定めた追い払い

や電気柵などによる防除、緩衝帯の整備や放置果

樹の伐採などの環境整備、そして加害個体の捕獲

の「防除・環境整備・捕獲」をバランスよく講じ

ることが重要であると考えております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 杉浦建設部長。 

  〔杉浦隆治建設部長登壇〕 

○杉浦隆治建設部長 私からは、２の充実した除雪

体制の構築に向けてについてお答えいたします。 

  まず初めに、今冬の除雪計画の主な概要につい

て御説明いたしますと、車道除雪指定路線につき

ましては、757路線で61万3,430メートル、約613

キロメートルを計画しており、前年度比較で950

メートルの増となっております。 

  また、歩道除雪指定路線につきましては、71路

線で７万2,390メートル、約72キロを計画しており、

前年度比較で220メートルの増となっております。 

  実施期間につきましては、11月15日から翌年３

月31日までとしており、出動基準につきましては、

朝までの降雪量が10センチメートル以上と予想さ
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れるときに出動することにしております。 

  なお、３月１日からの出動基準は15センチメー

トル以上となります。 

  除雪の作業時間につきましては、通勤通学の時

間帯及び道路混雑を避けるため、車道は午前３時

から７時、歩道は午前４時から７時に作業を行い

ます。 

  今シーズンの除排雪体制は、39社に業務を委託

し、除雪ドーザーを初め、各種機械の配備は市所

有が22台、業者所有が302台、合計324台で作業に

当たってまいります。 

  今シーズンからの新規取り組みといたしまして

は、ＧＰＳ機能を活用しました除雪車運行管理シ

ステムの本格的運用に向けて、今シーズンは75台

の車両に搭載して実証試用を行う予定にしており

ます。 

  また、変更点では除排雪協力会や町内会などで

排雪を実施する場合に経費の一部を市で助成して

おりますが、３回目以降の排雪の助成割合を見直

し、これまでの３分の１から２分の１に変更し、

除排雪協力会などの負担軽減を図ってまいります。 

  そのほか押雪軽減支援や私道除雪への助成、適

時適切な除雪を図るため、除雪モニター制度の活

用など、引き続き実施してまいります。 

  次に、御質問がありました予備のオペレーター

確保についてお答えいたします。 

  ただいま議員からお話があったとおり、除排雪

作業においては、早朝除雪に加え、積雪が多くな

ると排雪作業も重なるなど、除雪オペレーターの

方々におかれましては降雪状況により重労働にな

ると推察されますので、市としても代替員の確保

は重要なことだと認識しているところであります。 

  現在、除雪業務委託業者との契約における仕様

書で全ての除雪機械について常時作業をする正担

当オペレーターと体調不良時などにかわって作業

する副担当オペレーターを決めていただき、シー

ズン前に市へ提出する業務計画書の中で報告して

もらい、各正副担当オペレーターの把握を行って

いるところであります。 

  オペレーターの確保は課題となっており、そし

てオペレーターの方がいかに効率的に、うまく稼

働することが除雪能力を大きく左右することでも

あります。そういったことの考えも踏まえながら

除雪業者の方と連携しながら除雪に当たってまい

りたいと考えております。 

  次に、緊急時に対応できる除雪体制についてお

答えいたします。 

  まず、市街地で主要幹線の除雪を担っている県

管理の道路について、担当部局のほうにお聞きし

ましたところ、「通行に支障が出るなどの緊急時

には早急に対応するよう県と委託業者間で連絡を

密にとりながら対応しているところです。しかし、

緊急的事案の案件が続いてしまうと人員が不足し

てしまい対応がおくれてしまうなど、御迷惑をお

かけすることがありますので、このような事案を

減らすためにもパトロールを小まめに実施し、緊

急的事案を未然に防ぐよう努めてまいります」と

のことでありました。 

  市といたしましても県管理の道路への要望・苦

情が寄せられた場合は、県のほうへ進達しており

ますが、そういった事案が発生したならば早期に

対処されるよう県に対し引き続き要請してまいり

たいと考えております。 

  また、市の除雪体制でありますけれども、パト

ロール体制を一層細やかにするとともに、市の対

応を御紹介いたしますと、排雪路線である第１種

路線に特別１種というような路線を平成30年度シ

ーズンは９路線ほど設けております。米沢駅前周

辺の幹線道路や市立病院付近に設けているところ

であります。そちらの路線は、通常市の除雪に当

たっては朝１回の除雪が通常となっておりますけ

れども、日中の降雪量があった場合、業者の判断

で出るような形になっております。そういった対

応や除雪業務に当たっては４ブロック制をとって

おります。そういったところから緊急時の対応な

ど各ブロック長と対応を密にしながら当たってま
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いりたいと考えているところでございます。 

  間もなく本格的な降雪の時期を迎えますが、昨

年度の反省点を踏まえ、今冬の除雪に取り組んで

まいりたいと考えております。 

  私からは以上であります。 

○島軒純一議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） 御答弁ありがとうござ

いました。 

  では、質問席からの質問をさせていただきたい

と思います。 

  まず、１点目の中山間地域の振興であります。 

  先ほど来ありました山林の境界の明確化につい

てですけれども、こちらのほうでなかなか山林の

管理、所有者の方も境界がわからない中でなかな

か手入れが進まないというような状況にある中、

境界の明確化を進められているということは、こ

れは一歩前進ではないかとは思っております。し

かしながら、なかなか所有者自体が把握できてい

ないこともあります。その中で、先ほど森林計画

の中で市が所有者にかわってある程度作業を委託

して管理されるというようなお話がありましたけ

れども、そちらを少し具体的に教えていただきた

いのですけれども、御答弁願えるでしょうか。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 森林経営管理法が制定されま

して、それに基づきましてまず森林の管理を適正

に行うことが所有者の責務だということを明確化

し、それができない場合につきましては、その意

向を受けながら市がその委託を受けまして適正な

経営体のほうにまた委託をして管理をしていただ

くような形で森林の整備を図っていく、ひいては

国土の保全、環境保全さまざまなものの解決につ

なげていくというものでございます。 

○島軒純一議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） ありがとうございます。 

  なかなか所有者は所有していることはわかって

いても実効的に管理ができないということがあり

ます。大変この制度のほうは始まれば利用したい

という方も当然多く出るかと思います。なかなか

自分の山林がどこにあるかもわからないような

方々ですので、そういった方々のほうにはまず周

知をしっかりとすべきではないかというふうに考

えます。その中で進めていっていただければ大変

有効に進むのではないかと思うので、周知方のほ

うしっかりとしていただきたいと思います。 

  続いて、有害鳥獣対策についてお伺いします。

こちらのほうがかなりいろいろとお聞きすること

が多いわけですけれども、先ほど御報告ありまし

た平成29年度における被害の実態、こちらのほう

が金額においては1,288万円、51万円減少というこ

とになります。また、捕獲数についてはニホンザ

ルは65頭、熊31頭、イノシシも同様に34頭とあり

ます。しかしながら、生息数については789頭とや

はり高い数字を保ったままになっております。こ

の数字について、実態的に対策もとられている中

で、やや増加傾向にあるのではないかというふう

に見られるわけですけれども、それについてはど

のような見識をお持ちでしょうか。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 猿の頭数に関しましては、例

えば山の木の実の豊作だったときとか、また暖冬

だったときとか、さまざまな自然要因でふえたり

減ったりという部分ございますけれども、現在実

際に山村地域で農作物等に被害が出ているという

ことは、やはり適正な頭数を超えているのかなと

いうふうには認識しております。 

○島軒純一議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） この被害調査について

も各地区でそれぞれ被害の実態のほうを報告する

ようにということで、用紙のほうが配られてまい

ります。しかしながら、この被害調査であります

けれども、実態的に被害がある方が本当に対策が

講じられるというような期待を持って記入され、

提出されているというような現状には甚だ遠いの

ではないかというふうに感じています。地域から

のお話をいろいろと伺っていますと、もう今さら
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こういうものを書いて出しても一体何が変わるん

だと。その中で、もうどうせ猿のほうで被害が出

るのだから耕作のほう、作付のほうをしないよう

なところも多分に出てきているのではないかと思

っています。そういった中でも上がってきたこの

数字というものは、実際的な被害よりはまだまだ

少ない金額ではないのか、また地域住民のほうが

抱える不安を反映しているものではないと感じて

いるところです。 

  現在行っている方法では、花火の追い払いです

とか、発信器をニホンザルにつけてというような

調査をしているわけですけれども、これが実態と

して被害の軽減につながっていないのではないか

というふうに私は考えております。花火による追

い払いも当初のころはある程度有効ではあったわ

けですけれども、１回ある園地、畑とか、住宅地

付近で猿を追い払いしてもまたすぐ隣の集落へ移

動して、集落間、地域間で猿を押しつけ合ってい

るようなことにしかなっていない。実態的に効果

が薄くなっていると感じています。このような被

害を受けて、これまでに対策として何か強化して

きた部分というものはおありでしょうか。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 今の御質問の中にもございま

した花火で追い払うというのは確かに一つの手法

として効果はあるというふうには考えております。

ただ、これだけでは当然抜本的な解決はもとより

一時的なものにしかすぎません。そうではなく、

やはり環境整備や個体数管理、そして被害防除、

そういったさまざまな手法をバランスよく取り組

むことで効果が出るものだというふうに考えてお

りまして、効果といいますか、事例としましては、

最近山上地区のほうでこういった取り組みを地域

でバランスよく取り組んでいただいて、猿の被害

が減少したという実績が出ておりますので、そう

いった事例などを紹介してまいりたいと思ってお

ります。 

○島軒純一議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） ある一定程度のそうい

った環境整備についても見た目上効果があるかと

は思われます。しかしながら、生息頭数の減少に

はつながっていかないのではないかと思います。 

  もともとニホンザルについては、やはり吾妻山

系の中で当時西吾妻のスカイバレーですとか、そ

ういったものを通ると山の頂上付近にある程度の

群れがいる。その程度しか見かけなかったものが、

ここまで中山間地域、またもう市街地に隣接する

ようなところまで出没している。そこにすみかを

変えているというような状況にあります。ここは

絶対的な頭数を減少させていくべく、実効的な捕

獲、そういったものを積極的に進めていく必要が

あると私は考えます。その中で実効的な捕獲を行

っていただいているのが猟友会ではありますけれ

ども、この猟友会との関係において、市としては

捕獲の頭数ですね、そちらを出して捕獲していた

だくような形になっていますけれども、一方、熊

の被害についても同じくあろうかと思います。猿

については通年での捕獲というものが今認められ

ているわけですけれども、熊に関しては今被害、

また目撃情報があってから猟友会のほうから駆除

に対する申請といいますか、許可願というものを

出して市と協議の上、市がそれに対する許可を出

しているというような形になっているかと思いま

すけれども、そのような形態での駆除を行ってい

るということでこちらは間違いないでしょうか。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 熊が出没しまして、被害が発

生して対応が必要だと判断された場合におきまし

ては、市と猟友会による現地確認を行いまして、

農作物の被害状況や子連れの熊かどうか、また人

的被害の危険性を検証、協議した結果、市の依頼

によって猟友会に捕獲をお願いしている状況でご

ざいます。 

○島軒純一議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） そうですね。これにつ

いては、地域住民の方からの通報を受けて、そう
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いった被害があるというのが出て、それから対策

を講じるということになろうかと思います。しか

しながら、昨今、こちら北海道の事例かと思いま

すけれども、駆除に対する費用というものが猟友

会のほうに対して支払われていますけれども、そ

ちらが高額ではないのかというようなことが議題、

そちらのほうの地方自治体の議会のほうで取り上

げられ、なかなかそういった金額までは出せない

といった中で猟友会がもうこれではとても動けな

いということで、手がつけられない。そういうふ

うに実効的な捕獲を行っていただけないというよ

うなこともあったようにお聞きします。実効的な

駆除を行うためには、市としてはこれは積極的に

猟友会のほうに駆除を依頼する。またはこちら猟

友会のほうの都合にはなるかと思いますけれども、

それぞれお仕事を持った中で有害鳥獣の駆除に当

たっていただいておりますけれども、そちらのと

ころに対するしっかりとした支援というものも、

これは拡充していかなければ実効的な駆除には結

びついていかないのではないかというふうに考え

ますが、いかがでしょうか。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 捕獲頭数の増加を図るために

報奨金的なものも含めてということの御意見かと

思いますけれども、現状ではやはり猟友会の人数

では捕獲に対応できる人員体制には限りがあるか

なというふうに考えております。単に捕獲数をふ

やすだけで、それを強く要請するということでは、

なかなか猟友会のほうでも対応が難しいのではな

いかということで、猟友会のほうとの合意のもと

で量より質の向上を目指すということで捕獲の制

限といいますか、限定して行っている現状でござ

います。 

○島軒純一議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） その中で、市民の方か

らのお話をお伺いしたことがあったので、一例と

して紹介したいと思います。 

  市内のある地区において、やはり熊が出没した

ということがあったそうです。わなをかけて１頭、

２頭と駆除したけれども、もう１頭まだいるよう

だと。しかしながら、２頭とった段階でもう手い

っぱいだということになって、３頭目、まだ生息

が確認できる状況ですけれども、なかなかそれに

ついて動いていただけないというようなことがあ

りました。これは行政としてしっかりと駆除を命

令するといいますか、そういった形での対応とい

うものを猟友会に求めていくということは、これ

は可能なものなのでしょうか、こちらの点につい

てお伺いしたいと思います。 

○島軒純一議長 堤市民環境部長。 

○堤 啓一市民環境部長 熊の関係では、捕獲につ

きましては、春先、春季には県の許可をとって、

その捕獲をしているわけですが、それ以外の時期

では特に人畜等に危害を加える危険があるような

場合には市の判断で許可することができることに

なっておりますので、そういった場合には許可し

まして、捕獲するというふうにお願いしていると

ころでございます。 

○島軒純一議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） これは山形県の中でも

ツキノワグマの生息についての取り決めのほうも

あろうかと思いますので、そちらのところとの整

合性という計画に沿ったことも必要かと思います

けれども、緊急的に人的な被害も予想されるとい

うようなところにおいてはしっかりとした対応を

とっていただき、緊急的な状況ですので、速やか

な駆除に対する要請を行っていただきたいと思い

ます。 

  その中で、私の今住んでいる地域で有害鳥獣の

被害が余りにも多いものですから、今回私自身狩

猟者の免許、銃所持のをこの11月に試験を受けて

きたところであります。余談ですけれども、島軒

議長も猟銃のほうを所持され、一緒に駆除に頑張

ろうと思っております。その中で、いろいろと勉

強させていただいた中で、狩猟者というものは、

やはりそういった猟銃、また狩猟、有害鳥獣の駆
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除を行うということは、社会的な責任というもの

がこちらの中でうたわれております。特別な許可

を得て銃を所持するということの社会的な役割に

しっかりと役立つように貢献するというようなこ

とがうたわれております。狩猟法や鳥獣保護法上、

狩猟者以外はみだりに野生鳥獣等を捕獲、狩猟で

きないということもあります。これはひいては行

政の職員であったり、例えば警察官や自衛隊にお

いてももちろん許されることではありません。そ

の中で、狩猟者がしっかりと職務上社会的責任を

果たすという意味において、この住民の安全、安

心を守るための有害鳥獣駆除を徹底して行うとい

うことの土壌というものをつくっていかなければ

いけないと思っております。 

  これは私も昨年来からいろいろと御提案申し上

げておりますけれども、ニホンザルにおいての捕

獲について、近隣市町ではやはり米沢市とはもう

何倍も違うような駆除の協力金といいますか、補

助を行っていて、有効な駆除頭数を上げている自

治体も見受けられます。本市においてもそのぐら

い駆除に対する補助を行うのであれば、ある程度

１頭当たり１万円、それぐらいの予算を出せば200

頭、300頭の捕獲というものの実績を上げている近

隣自治体もありますので、そちらのほうをぜひ検

討して強力に進めていく必要があるのではないか

と私は考えます。こちらの費用対効果の面からも

この被害額1,300万円くらいというものの即効的

にこれを減少させる手だてにもなると思うんです

けれども、その点については今後の方策について

どのようにお考えになっているでしょうか。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 本市におきまして、現在ニホ

ンザルにつきましては、その捕獲について報奨金

の対象としていないところであります。理由とし

ましては、農作物被害の防除という観点において、

加害個体を的確に捕獲することと同時に群れの分

裂による被害地の拡大を防ぐ必要がありまして、

報奨金制度を実施することで無秩序な捕獲につな

がり、結果、群れの分裂を招き、かえって被害区

域を拡大するおそれがあるからと判断しておりま

す。 

  本市のニホンザルは、現在16群が確認されてお

りまして、近隣自治体と比較して多いほうでござ

います。これはかつて群れの分裂を招く無計画な

捕獲が行われた結果と考えておりまして、その反

省から現在捕獲に当たっては、できるだけ個体選

別をするなど、慎重に実施している状況でござい

ます。そのため全ての個体が対象となるような報

奨金制度は現在の本市の状況にはなじまないとい

うふうに考えております。 

○島軒純一議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） 無秩序な捕獲、乱獲と

いう今お話でしたけれども、これは先ほど私も話

しました吾妻山系のところに少数の頭数といいま

すか、１群れ、２群れ等がいる程度のときでした

ら、そういうことをすれば市街一円に蔓延するの

ではないかというような危惧を抱かれるのもそれ

はいたし方ないかなというふうにも考えます。し

かし、今米沢市内全域にもう十何群というような

群れ、もう被害がない地域はないところまでもう

ニホンザルがふえた現状において、そのようなこ

とでこれ以上また被害が拡大するというようなこ

と、また群れが分裂するというような危惧を抱く

というのはどうかなというふうに私は思います。 

  その点について、今後被害が拡大するという、

群れの拡大ですね、そちらのところを危惧するべ

きではないと私は考えております。 

  こちらはやはり被害がここまでになる以前の段

階で早目に手を打っておくべきだったと今さらな

がら悔やまれるところでありますが、ここはそれ

を言ってもいたし方ないかと思います。 

  実際的に今、米沢市に生息する約800頭の群れ、

これを１年でやはり今の頭数が60頭捕獲とありま

したけれども、200頭や300頭捕獲することは、私

は全く難しいことではないというふうに思ってお

ります。猟友会との協議においてある程度計画的
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な捕獲を行っているというお話はお聞きしました

けれども、猟友会の実際に駆除を行っている方々

に直接お話をお伺いすると、米沢市でもっと近隣

自治体のように出していただければもう幾らでも

捕獲は積極的にやるというふうにおっしゃってい

る方がいるのも、これは事実であります。実際こ

れは対症療法として追い払いですとか、電気柵等

をしても実際的な被害をこれからこの金額より減

少させていく、面積をゼロにするということはま

ず不可能だというふうに私は考えます。自然災害

であるならば、例えば雪が降らないようにするで

すとか、台風が来ない、地震が来ないようにする

ということは、これは人間の力ではどうすること

もできないものです。そういったことが起きたと

きに被害を最小限に食いとめるということももち

ろん考えなくてはいけないことです。しかし、一

方で我々住民のほうでしっかりとした対策をとる

のであれば、この被害が防げるのではないかと思

います。例えば人間が病気にかからなかったり、

交通事故を起こさなかったり、また犯罪が発生し

ないような治安の維持というものは人間の手によ

ってある程度被害を軽減する対処ができる、予防

ができる、そういったものです。私も無理に猿を

ゼロにしろということは言いませんが、少しはそ

ういった形で人間が対応できるものについて積極

的に行う必要があると思いますけれども、こちら

の考えはいかがでしょうか。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 今さらニホンザルが保護され

るべき保護獣だという捉え方だけでは済まないと

いうふうには確かに思っております。そういった

中で、多数捕獲することで効果が出ると、一時的

なものではないのかなという状況も近隣自治体の

状況を見てそう思っております。多数捕獲しても

被害はそれほど変わらないと。やはり猿の農作物

に対する被害を防ぐには地域と、そして行政とさ

まざまな団体が連携を図って防除に努めなければ

ならないと、それが鳥獣害対策の基本だなという

ふうに思っております。 

○島軒純一議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） ニホンザルについては、

幸い今のところ大きな人的被害は報告されてはお

りませんけれども、熊ですとか、イノシシといっ

たものについては直接的にもう人的な被害が懸念

される状況にもあるわけです。 

  けさのテレビニュースで拝見しましたけれども、

関西地方で住宅地に出没したイノシシに高齢の女

性が指を食いちぎられるというような大変痛まし

い出来事がニュースで取り上げられておりました。

やはり鳥獣被害というものは、自然環境で生息し

ているものが人間の住環境に侵入してきたという

ような問題だけではなく、これは一つの災害とし

て認定して、これはしっかりとした対応をとって

いくべきではないかというふうに考えます。 

  また、対策についての予算についても今のわな

ですとか、追い払い、また電気柵といったような

かかる費用を直接的な駆除に向けるのに何ら大き

な負担はないかと思います。 

  市民の目線から言えば、やはり先日ありました

市役所の天井が垂れ下がってきた、それにやはり

1,000万円の補修費がかかる、そういったものの予

算だと割とすぐに出るんだけれども、恒常的にあ

るそういった被害に対する直接的な被害軽減策に

対してなぜもっと積極的にできないのかというよ

うな市民感情も当然あろうかと思います。こちら

は近隣自治体で明確な実地の数字を上げている中

で、本市としての取り組み、姿勢というものが問

われているのではないかと思いますけれども、そ

の点についてはいかがお考えでしょうか。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 猿に関して言えば、近隣自治

体で多数捕獲している状況は伺っておりますけれ

ども、先ほど述べましたとおり、被害額につきま

しては、大きな効果は見られないというような話

を、自治体によっては異なるかもしれませんが、

私の伺ったところですと、そういう状況でござい
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ました。そういった中で、取り組みとしましては、

繰り返しになりますが、地域と行政が力を合わせ

て、そして取り組んでいくのが効果的で、山上地

区の事例をこれからどういうふうにして他地域に

普及させていくか、知っていただくか、さまざま

な手法を凝らしてそういった取り組みの拡大につ

なげていきたいと考えております。 

○島軒純一議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） 現在市のほうで有害鳥

獣対策計画というものをもって駆除追い払い等を

進めているわけですけれども、こちらが平成27年

から36年の10カ年計画ということでの計画になっ

ております。しかしながら、この10年というスパ

ンというのは非常に長いのではないかというふう

に私は思います。そのような状況を踏まえながら

適宜こちらの計画のほうも更新、または改めてい

く必要が当然あろうかと思います。こちらは市と

してやはり市長の判断、また産業部長の判断とい

うものも必要かと思います。しっかりとそちらの

お考えを改めていただいて計画の見直しや実効的

な駆除のほうに前向きに取り組んでいただきたい

と要望するものであります。 

  また、もう一点ですが、今お話ししました猿や

熊、またイノシシ等のほかにも鳥害、鳥ですね。

そちらのほうの被害も報告されています。その中

で、以前お話をお伺いしたのが、米沢鯉の養魚場

ではサギの被害で稚魚がかなり被害を受けている

というのがあります。こちらサギについては、鳥

獣の捕獲鳥獣にも指定されています。今現在猟期

ですので狩猟者の方でカモ猟ですね、そちらをな

さる方もこのサギを駆除をしてもいいわけですが、

このサギについては余り捕獲しても狩猟者の志向

には合わないようなものです。そういったものも

積極的に駆除するように捕獲鳥獣であっても捕獲

した場合には申告によって補助金等も出していた

だけるような形であればもっとこちらのほうの駆

除についても積極的に進むと考えますので、こち

らは御答弁要りませんけれども、御対応方を検討

していただきたいと思います。 

  ちょっと時間もなくなりましたので、引き続き

中山間地域のことについてお伺いします。 

  中山間地域におきましては、やはり降雪量も多

かったりとか、やはり市街地からの遠距離である

ということから、なかなか高齢である方がそこで

の生活を営んでいくのも難しい状況にあるかと思

います。公共交通網もなかなかしっかりと整備さ

れていない中で、日常生活に支障を来すようなと

ころが出てきているかと思います。そういった中

で、生活を維持していくためにある程度高齢者の

方、またそういったところのしっかりとした相談

していく体制というものも中山間地域には必要か

と思いますけれども、その点について当局として

のお考えをお持ちであればお聞かせ願いたいと思

います。 

○島軒純一議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 さまざまな課題を持って

いらっしゃると思います、中山間地域の中では。

特にぜひ地域の方々でそのような課題をまずは第

一段階として話し合っていただきたいというよう

なところでございます。もちろんその課題抽出が

必要だということであれば私どものほうも参画を

させていただくということでありますが、その課

題の内容において高齢者の問題であったら福祉部

門、またインフラだったら建設部門など、さまざ

ま担当課のほうでその後御相談をまた受けさせて

いただくというような流れでいきたいと考えてお

ります。 

○島軒純一議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） よろしくお願いします。 

  このような中で、各地区において地域振興策の

ほうをいろいろと検討されているような組織も立

ち上がっております。以前ありました輝くわがま

ち創造事業では、300万円というようなお金を各地

区に補助金、活動資金として拠出して、それで何

かやってみないかというような形をとっていたか

と思います。やはりお金が出るから何かやるとい
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うようなことの順序立てではなかなか効果的なこ

とができたのかなというふうにちょっと疑問を呈

さざるを得ないような例もあったかに私は記憶し

ています。そういった中で、住民の中から自発的

に地域おこし、そういったものが出てくるという

のは大変いいことだなというふうには思っており

ます。その中でお話が出てきたときにしっかりと

した対応、お金の面だけではないですけれども、

そういったものをしていく体制というものも今後

維持して積極的に活動するべきだとは考えており

ますけれども、その点についてはお考えをお持ち

でしょうか。 

○島軒純一議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 そういうような地域の

方々が実際に話し合って、そして計画などもつく

っていただくというような仕組みづくり、議員御

承知のとおり、三沢地区ではそのような計画策定

までしていただいたというようなところもありま

すので、私どものほうも制度として県と市がそち

らのほうに一緒になってつくり上げるというよう

な制度もございますので、そちらのほうはぜひお

声をかけていただければ各地区のほうに参上して

一緒になって考えさせていただきたいと思ってお

ります。 

○島軒純一議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） ありがとうございます。

よろしくお願いします。 

  続いて、時間もなくなりましたけれども、除雪

の件についての質問に移らせていただきます。 

  現在、降雪時においては10センチ以上降れば除

雪車が出動するということもありますけれども、

こちらオペレーターさんの管理について先ほど壇

上から質問をさせていただいたところですけれど

も、各業者さんのほうで正社員の方、そちらの方

が除雪に当たられる場合と季節的に雇用されてい

る方が当たられる場合の２通り、主にあろうかと

思います。社員さん、正社員といいますか、そち

らの場合ですと、通常降雪時に朝３時から７時ま

で除雪作業を行う。そして朝御飯を食べてからで

すかね、そしてまた８時から５時までは通常の業

務をされるということで、大変長時間の重労働な

状態があろうかと思います。一方、季節労働の方

においては、降雪がない場合はやはり出動がない

というようなことになろうかと思います。その年

によって降雪の量によって差があるわけですけれ

ども、この季節労働の方が降雪がないと全く仕事

にならないというようなこともあります。そちら

を均等化させるという部分ももちろん必要かと考

えますけれども、そちらについては当局としては

請負額、そういったところにある程度反映になっ

ているものかお伺いしたいと思います。 

○島軒純一議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 ただいまの御質問のほう、オ

ペレーター、予備のオペレーターの方の待機費用

というふうにとらせていただきますと、県とか近

隣の市町村にちょっとお話をお聞きしたところ、

現在具体的な項目として計上している実績はない

というようなところでありました。しかしながら、

より実態に即して把握していくためにも除雪委託

業者のブロック長から聞き取りなどを行って研究

してまいりたいと思っております。 

○島軒純一議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） 季節労働の方と言われ

ましても毎年除雪に従事されているわけですから、

ある程度毎年技術は向上しているかと思います。 

  先ほどありましたやはりオペレーターの管理上、

朝３時から７時までの時間帯、そちらのほうも通

常の正社員の方と仕事を分担するような形である

程度スキルアップ、また人員のほうをしっかりと

確保できるような体制づくりをしていくことが重

要だと考えますので、その点についても業者さん

のほうと話をしていただいて円滑な除雪ができる

ような体制づくりに努めていただきたいと思いま

す。 

  また、先ほどお話ありました緊急的に車の通行

ができないようなところも多々見受けられます。
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そういったところに対して、業者さんが独自の判

断で出るということはなかなかこれは難しいよう

な状況ではないかなというふうに思います。その

中で、例えば段差があってとても車が通れない、

またそれを無理に通ろうとすると車のバンパーが

壊れてしまうようなところも毎年必ずと言ってい

いほど見られるような状況にあります。このよう

な中で、業者がしっかりとパトロールをして、自

発的に除雪できるような体制というものも当然必

要かと思いますけれども、その点についてはどの

ような対策を講じられるかお聞かせいただきたい

と思います。 

○島軒純一議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 御承知のとおり、除雪におい

ては雪の降る量、そして気温とか、路線環境によ

ってかなり違ってきております。そういったとこ

ろをいかに早くつかんでタイムリーにやっていく

かというところが大きな課題だと思っております。

先ほど壇上で９路線ほど１種の中でも特別路線と

いうところで重要路線として業者判断で出ている

ことを御紹介させていただきました。そういった

取り組みややはりパトロールというようなところ

が重要になってまいりますので、そういったとこ

ろでより細やかに、そして迅速に当たってまいり

たいと考えているところであります。 

○島軒純一議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） 先ほどあった特別１種

ですね。こちらについては業者さんの判断で必要

とあれば出動して構わないというような取り決め

になっているという路線があるということのお話

でした。これをやはり市道、または県道の全域に

おいてそういった緊急的な状況においては速やか

に業者の判断で出動できるような取り決め等も今

後必要になってくると思います。市民の生活、ま

た交通の安全を確保する上でもこちらのほうを積

極的に拡充し、行っていけるような対策を進めて

いっていただきたいと思います。 

  最後になりましたけれども、歩道除雪について

最後お伺いしたいと思います。 

  主にこれは県道になるんですけれども、小学校

の登校時に歩道の除雪がなってなかったりする場

合が見受けられます。児童の登校時に歩道に積雪

があるものですから、その分車道を歩いていかざ

るを得ないようなことで児童が登校しているとこ

ろが見受けられます。これは、主に県だとは思う

んですけれども、この点について駐機場からの歩

道除雪車の移動についてある程度時間がかかる、

また除雪するルート、順序が決まっているという

ことでありますけれども、交通弱者である小学生

や高齢者の歩く歩道をその利用する時間に合わせ

てしっかりと除雪する体制というものもこれは必

要かと思います。市のほうで歩道の除雪も管理さ

れているところももちろんあろうかと思いますけ

れども、その点についてしっかりと県と協議を進

めていただいて、そういったルートの検討、そう

いったものも再構築する必要があると思います。

そちらについても強く要望して私の質問を終わり

たいと思います。 

○島軒純一議長 以上で10番鈴木藤英議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ０時０９分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 １時０９分 開  議 

 

○島軒純一議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、保育所保育指針への対応について、18番

小久保広信議員。 

  〔１８番小久保広信議員登壇〕（拍手） 

○１８番（小久保広信議員） 一般質問も３日目午

後ということで、午後一番ということで非常に睡

魔が襲ってくる時間帯でございます。割と午後が

多いものですから、今回も穏やかな質問をしてい
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きたいというふうに心がけておるのですが、まだ

まだ修行が足りないようで、時々声が大きくなる

かと思いますが、そこは御容赦いただきたいと思

います。 

  早速質問に入っていきます。 

  今回の質問は、保育所保育指針についてです。 

  厚生労働省の新保育所保育指針は、ことしの４

月１日に施行されました。この保育所保育指針は、

保育とは何か、保育で大切にすべきことなど、基

本方針を示したものです。全ての保育園が全体的

な計画や指導計画を作成する上で指針とするもの

です。 

  厚生労働省で示している保育所保育指針解説で

は、全国の保育所においてはこの保育所保育指針

に基づき子供の健康及び安全を確保しつつ、子供

の一日の生活や発達過程を見通し、それぞれの保

育の内容を組織的・計画的に構成して、保育を実

施することになる。保育環境の基準の設備・運営

基準や保育に従事する者の基準である保育士資格

と相まって、保育所保育の質を担保する仕組みと

言えると述べています。 

  1965年に最初に制定され、前回の平成20年の改

定から10年ぶりの大きな改定です。 

  今の公立保育園２園の保育計画や指導計画が、

今回改定された保育所保育指針に沿うように改定

がなされているのかお伺いいたします。 

  また、公立保育園に対する指導や支援をどこで

行っているのか、米沢市の行政として適切に行わ

れているのか、単に保育園任せになっているので

はないか、その点についてお伺いいたします。 

  保育所保育指針解説では、保育の計画と評価で

「保育所における保育は、計画とそれに基づく養

護と教育が一体となった保育の実践を、保育の記

録等を通じて振り返り、評価した結果を次の計画

の作成に生かすという、循環的な過程を通して行

われるものである」としていますが、この点はど

のようになっているのかお伺いいたします。 

  また、第三者評価についてどのようになされて

いるのかお伺いいたします。 

  次に、今回の改定で大きく変わった点などにつ

いて順次お伺いいたします。 

  まず、ゼロ歳から３歳未満児の保育の充実が述

べられています。今回の改定で保育の内容が「乳

児保育」「１歳以上３歳未満児の保育」「３歳以

上児の保育」の３つに区分されました。 

  昨今の待機児童問題があり、前回の改定の10年

前に比べるとゼロから２歳児の需要がふえていま

す。今回の改定で認可・認可外問わず、ゼロから

２歳児の保育の質を上げ、保証するための事項が

多く盛り込まれています。 

  保育指針解説では、「乳児から２歳児までは、

心身の発達の基盤が形成される上で極めて重要な

時期である。また、この時期の子どもが、生活や

遊びの様々な場面で主体的に周囲の人やものに興

味をもち、直接関わっていこうとする姿は、「学

びの芽生え」であるといえるものであり、生涯の

学びの出発点に結び付くものである。こうしたこ

とを踏まえ、３歳未満児の保育の意義をより明確

化し、その内容について一層の充実を図った」と

しています。「特に乳児期は、発達の諸側面が未

分化であるため、「健やかに伸び伸びと育つ」「身

近な人と気持ちが通じ合う」「身近なものと関わ

り感性が育つ」の三つの視点から保育内容を整理

して示し、実際の保育現場で取り組みやすいもの

となるようにした」と、より一層の配慮が望まれ

ています。「生活は全て学び・教育的側面につな

がっているということに従来以上の意識を向ける

ことが求められています」としていますが、この

点はどのように対応なされているのかお伺いいた

します。 

  次に、公立保育園における幼児教育についてお

伺いいたします。 

  保育指針では、保育所保育における幼児教育の

積極的な位置づけが行われています。 

   保育所保育においては、子どもが現在を最も

良く生き、望ましい未来をつくり出す力の基礎
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を培うために、環境を通して養護及び教育を一

体的に行っている。幼保連携型認定こども園や

幼稚園と共に、幼児教育の一翼を担う施設とし

て、教育に関わる側面のねらい及び内容に関し

て、幼保連携型認定こども園教育・保育要領及

び幼稚園教育要領と更なる整合性を図った。 

   また、幼児教育において育みたい子どもたち

の資質・能力として、「知識及び技能の基礎」

「思考力、判断力、表現力等の基礎」「学びに

向かう力、人間性等」を示した。そして、これ

らの資質・能力が、第２章に示す健康・人間関

係・環境・言葉・表現の各領域におけるねらい

及び内容に基づいて展開される保育活動全体を

通じて育まれていった時、幼児期の終わり頃に

は具体的にどのような姿として現れるかを、「幼

児期の終わりまでに育ってほしい姿」として明

確化した。 

   保育に当たっては、これらを考慮しながら、

子どもの実態に即して計画を作成し、実践する

ことが求められている。さらに、計画とそれに

基づく実践を振り返って評価し、その結果を踏

まえた改善を次の計画へ反映させていくことが、

保育の質をより高めていく上で重要である。 

 と解説で述べています。 

  この保育園における幼児教育の取り組みは、ど

のように行われているのか、またどのように行お

うとしているのかお伺いいたします。 

  次に、公立保育園における子育て支援について

お伺いいたします。 

  これまでは、「保護者に対する支援」でしたが、

今回の改定では「子育て支援」となりました。保

育園を利用している子供の保護者だけではなく、

子育て中の親のための包括的な支援の必要性が求

められています。 

  保育指針解説によれば、保育所の特性を生かし

た子育て支援では、「保育及び子育てに関する知

識や技術など、保育士等の専門性や、子どもが常

に存在する環境など、保育所の特性を生かし、保

護者が子どもの成長に気付き子育ての喜びを感じ

られるように努めること」。保育所を利用してい

る保護者に対する子育て支援では、「日常の保育

に関連した様々な機会を活用し子どもの日々の様

子の伝達や収集、保育所保育の意図の説明などを

通じて、保護者との相互理解を図るよう努めるこ

と」などとされています。「保護者に対する子育

て支援に当たっては、保育士等が保護者と連携し

て子どもの育ちを支える視点をもって、子どもの

育ちの姿とその意味を保護者に丁寧に伝え、子ど

もの育ちを保護者と共に喜び合うことを重視する。

保護者の養育する姿勢や力の発揮を支えるために

も、保護者自身の主体性、自己決定を尊重するこ

とが基本となる。そのため、子育て支援を行うに

当たっては、子どもと保護者の関係、保護者同士

の関係、子どもや保護者と地域の関係を把握し、

それらの関係性を高めることが保護者の子育てや

子どもの成長を支える大きな力になることを念頭

に置いて、働きかけることが大切である」として

います。 

  本市の状況はどのようになっているのでしょう

か、お伺いいたします。 

  また、地域における子育て支援の役割が一層重

視されている状況を踏まえ、保育所がその意義を

認識し、保育の専門的機能、地域の子育て支援に

おいて積極的に展開することが望まれています。

この点についてもどのようになっているのかお伺

いいたします。 

  次に、公立保育園における食育についてお伺い

いたします。 

  本市の第２次米沢市食育推進計画では、４、基

本的な施策（２）学校・幼稚園・保育所等におけ

る食育の推進という項目で、基本的な考え方とし

て「幼い頃から望ましい食習慣の確立を図り、生

きる力を育むため、幼稚園・保育所、学校等で食

に関する知識の習得と様々な体験学習や活動の機

会を多く設けることで多面的・総合的に推進しま

す」としています。 
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  保育指針でも「乳幼児期にふさわしい食生活が

展開され、適切な援助が行われるよう、食事の提

供を含む食育計画を全体的な計画に基づいて作成

し、その評価及び改善に努めること」とされてお

ります。公立保育園における食育計画についてど

のような計画になっているのでしょうか、お伺い

いたします。 

  給食の調理の現状についてお伺いいたします。 

  「食育の環境整備等」で、「子どもが自らの感

覚や体験を通して、自然の恵みとしての食材や食

の循環・環境への意識、調理する人への感謝の気

持ちが育つように、子どもと調理員等との関わり

や、調理室など食に関わる保育環境に配慮するこ

と」とされています。公立保育園２園の現状はど

のようになっているのでしょうか、お伺いいたし

ます。 

  また、「保護者や地域の多様な関係者との連携

及び協働の下で、食に関する取組が進められるこ

と。また、市町村の支援の下に、地域の関係機関

等との日常的な連携を図り、必要な協力が得られ

るよう努めること」とされていますが、この点に

ついてもどのようになっているのでしょうか、お

伺いいたします。 

  次に、食物アレルギーのある子供への対応につ

いてお伺いいたします。 

  保育指針解説では、「保育所における食物アレ

ルギー対応は、安全、安心な生活を送ることがで

きるよう、完全除去を基本として保育所全体で組

織的に行う。限られた人材や資源を効率的に運用

し、医師の診断及び指示に基づいて対応しなくて

はならない。また、医師との連携、協力に当たっ

ては、生活管理指導表を用いることが必須である。 

  保育所では、栄養士配置の有無に関わらず、除

去食品の誤配や誤食などの事故防止及び事故対策

において、安全性を最優先として組織的に最善を

尽くす必要があり、常に食物アレルギーに関する

正しい知識を全職員が共有していることが重要で

ある」と述べています。 

  さらに、「食物アレルギーのある子ども及びそ

の保護者への栄養指導や、地域の子どもとその保

護者も含めた食育の取組を通じて、食物アレルギ

ーへの理解を深めていくことが求められる」とし

ていますが、本市の対応はどのようになっている

のでしょうか、お伺いいたします。 

  次に、給食の地場産農産物の使用割合について

お伺いいたします。 

  学校給食においては、地場産農産物の使用割合

が35％程度になってきていますが、公立保育園に

おける地場産農作物の使用割合はどのようになっ

ているのでしょうか、お伺いいたします。 

  また、食育を進める担当者は、どなたが担って

いるのでしょうか。 

  次に、保育士の専門性の向上の取り組みについ

てお伺いいたします。 

  保育所保育指針では、「保育所は、質の高い保

育を展開するため、絶えず、一人一人の職員につ

いての資質向上及び職員全体の専門性の向上を図

るよう努めなければならない」としています。 

  保育指針解説では、「保育所の職員一人一人が

その資質を向上させるとともに、保育所全体とし

ての保育の質の更なる向上に取り組んでいく必要

がある。 

  特に、その中核を担う保育士の専門性は、保育

の質に直結する。専門職である保育士は、その職

務に携わる中で、保育現場で求められる知識や技

能をより深め、更に専門性を高めていくことが求

められる」と。 

  さらに保育指針は、「子どもの最善の利益を考

慮し、人権に配慮した保育を行うためには、職員

一人一人の倫理観、人間性並びに保育所職員とし

ての職務及び責任の理解と自覚が基盤となる。 

  各職員は、自己評価に基づく課題等を踏まえ、

保育所内外の研修等を通じて、保育士・看護師・

調理員・栄養士等、それぞれの職務内容に応じた

専門性を高めるため、必要な知識及び技術の習得、

維持及び向上に努めなければならない」としてい
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ます。 

  幼稚園教諭や認定こども園の保育教諭は、文部

科学省管轄下の教育職なので、研修が義務と権利

であることは明確であり、初任者研修などの研修

制度が確立をされていました。しかし、厚生労働

省の管轄下にある保育士にはこれまで十分ではあ

りませんでした。今回改めて専門性を高める研修

の機会というものが出されています。キャリアア

ップのシステムをつくっていくことが必要です。

本市の状況はどのようになっているのでしょうか、

お伺いいたします。 

  体系的かつ計画的な研修やキャリアアップを図

る機会の確保が行われているのでしょうか。 

  最後に、これからの公立保育園のあり方につい

てお伺いいたします。 

  多くの自治体でこれからの公立保育園のあり方

や役割などについて新たな姿を示した計画が出さ

れています。米沢市としても保育所及び地域の子

育て世帯を取り巻く環境など、社会状況の変化を

踏まえ、地域全体の保育サービスの質の維持及び

向上を図るために適切に対応することが必要です。 

  これからの公立保育園が担う保育とはどのよう

なものなのか。公立保育園が持つ意義について検

討していかなければなりません。 

  当局は新たな公立保育園のあり方をどのように

考えておられるのか。また、公立保育園の役割を

どのように考えているのかお伺いし、壇上からの

質問といたします。 

○島軒純一議長 小関健康福祉部長。 

  〔小関 浩健康福祉部長登壇〕 

○小関 浩健康福祉部長 初めに、公立保育園の保

育計画についてお答えいたします。 

  保育計画は、設定した狙いと内容に基づき、年

間計画、月案、週案、日案と年齢や月齢における

子供の発達などに応じて作成されるものになるこ

とから、改定された保育所保育指針に基づき、現

在保育の実践の中で整備を進め、全体的な保育計

画を立てている状況です。 

  また、指導計画は、この保育計画に基づき、子

供の状況を考慮して乳幼児期にふさわしい生活の

中で一人一人の子供に必要な体験が得られる保育

が展開されるように具体的に作成されるものであ

ることから、保育計画とあわせて整備を進めてい

るところです。 

  次に、公立保育園に対する指導や支援について

ですが、公立保育園はこども課の組織に属し、直

営運営している保育園ですので、保育所保育指針

の改定については、所属長から園長に対し改定の

内容に沿った保育業務を行うよう指示しておりま

す。 

  また、国などが実施した改定の研修会へ園長等

を参加させ、職員全体に周知されるように指示し、

園内においても研修会を実施しております。 

  公立保育園も含めた認可保育園の指導監督につ

いては、児童福祉法に基づき認可庁である県が行

っており、公立２園については、設置者及び運営

主体としての米沢市が指導監査を受けております。

県からの文書指導の中で、改善すべき指摘があれ

ば速やかに所属長から園長に対して指示を出し、

適正な保育業務の運営に努めております。 

  保育計画の内容についても毎年夏ごろ指導監査

を受けており、指導監査全体で今年度も指摘事項

はなく、おおむね適正との評価を受けております。 

  保育園任せになっていないかとの御指摘につい

てですが、保育計画の策定に当たっては、公立２

園それぞれ定める保育目標に沿って作成されるも

のであることから、それぞれの園の独自性、地域

性、自主性を尊重しているところであります。 

  次に、第三者評価の導入についてですが、第三

者評価については、国が定めた評価基準ガイドラ

インに基づく外部の評価機関による評価で、受け

ることに関しては任意となっており、現在公立保

育園では導入をしておりません。 

  しかしながら、保育所保育指針改定後の保育計

画・指導計画に基づく保育がスタートしたばかり

であることから、公立保育園では自己評価の整備
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及び充実を図った上で、第三者評価の導入につい

て今後検討していきたいと考えております。 

  続いて、乳児・１歳以上３歳未満児の保育の充

実についてですが、この時期にはその後の成長、

例えば生活習慣の形成や社会性の発達に影響を与

えることを意識し、子供の主体性を軸とした保育

が求められることから、全職員による共通認識と

して研修を行い、子供との基本的な信頼関係を形

成するための職員との愛着の重要性を踏まえたか

かわり方を再認識しながら保育に当たっておりま

す。 

  なお、このことは従前から実践してきた保育で

もございます。 

  公立保育園における幼児教育の取り組みについ

ては、従前から養護と教育を踏まえた保育計画を

作成し、実践してきましたが、このたびの保育所

保育指針の改定で示された「幼児期の終わりまで

に育ってほしい姿」10項目に基づいて実施してい

くことになります。 

  この改定は、幼稚園教育要領、幼保連携型認定

こども園教育・保育要領も共通して改定されてお

り、幼児教育の目的を明確にし、共通化されたも

のとなっております。 

  子供の生活や遊び全てが幼児教育につながって

いることから、子供の気づきや興味、関心を大切

にし、それぞれの活動が深まるような保育を心が

けております。また、保育の振り返りを行い、次

の計画を策定し、そして実践するという日々の積

み重ねを大切にした保育を目指して取り組んでい

るところであります。 

  次に、公立保育園における子育て支援について

です。 

  保育所を利用する保護者に対する子育て支援と

して、保育室に１日のクラス活動の写真やコメン

トを掲示し、子供の成長や保育の目的など、見え

る化を図っております。保護者と保育者とが子供

の成長過程を共有化することにより、スムーズな

コミュニケーションが図られ、また、保護者が保

育に関心を持ち、積極的に他者とのかかわりを深

めることにもつながっていると考えております。 

  また、保育所における育児相談にも随時対応し

ており、保育所が身近な子育て支援の場となれる

ように努めております。 

  地域とのかかわりについては、まずは園の活動

について理解していただくことが大事であると考

えております。そのため、従前より園だよりを町

内に配布したり、夏祭りなどへ参加の呼びかけを

行い、相互交流を積極的に行っております。 

  続いて、食育計画についてです。 

  食育計画については、保育所保育指針において

策定しなければならないものとされており、その

策定や実践に当たっては、保育士、看護師、栄養

士、調理師など、保育に携わる全ての者がかかわ

ることとされております。公立保育園においても

給食年間計画として食育計画を策定しております。 

  園ごとに全体的な目標を定め、１年を４期に分

け、それぞれの期ごとに狙いを設け、この狙いに

基づく子供への働きかけをどのように行っていく

か細かな計画を策定し、実践しているところです。 

  この計画をもとに子供たちは地域性を生かした

野外活動や子供たちみずからが野菜を育て、その

成長過程を観察し、収穫、そして調理といった経

験を通して食の重要性を学んでおります。 

  子供と調理員とのかかわりについては、子供と

保育士や調理師が給食を一緒に食べ、食材の話や

献立の話を通して食べることや食材への興味を持

たせる工夫を行っております。 

  また、調理室などの食にかかわる保育環境につ

いては、保健所の食品衛生法に基づく立入調査に

よる指導を受けているところでありまして、今ま

で改善等の指摘は受けておりません。引き続き適

正な環境の整備に努めてまいります。 

  保護者との連携、協働については、餅つきなど

の季節行事へ保護者の参加を呼びかけ、親子協働

での作業を通して楽しみながら食育活動を行って

おります。また、野外活動のリンゴ狩りやそば打
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ちの実践などの活動を地域との連携を図りながら

行っております。公立２園ともに既に地域に密着

した活動を行っているところであります。 

  食物アレルギーを持つ子供への対応については、

厚生労働省作成の「保育所におけるアレルギー対

応ガイドライン」に基づきまして、保護者と連携

を密にし、保育にかかわる職員全員の共通理解の

もと適切に対応しております。 

  地場産農産物の割合ですが、正確な割合は把握

してございません。できるだけ地元産にこだわっ

た発注を行っているところであります。 

  食育は保育にかかわる全ての職員が担っており

ます。今後保育所における食育、献立の作成及び

食物アレルギーへの対応など、健康課の管理栄養

士の指導を受けながらさらなる充実を図りたいと

考えております。 

  保育士の専門性の向上の取り組みにつきまして

は、勤務体制を工夫し、代替の保育士等を充てな

がら職位や担当に合わせたさまざまな研修に参加

できるよう、体系的、計画的に保育の質の向上に

努めているところであります。 

  また、外部の研修のみならず、園内においても

研修会を開催し、職員みずから積極的な学びを行

っているところです。 

  これからの公立保育園のあり方についてお答え

いたします。 

  本市の出生数は減少傾向にあるものの、保育を

必要とする児童は年々増加傾向にあり、ことしの

４月１日現在でゼロ歳から３歳未満児の約60％が

保育を必要としております。 

  一方、自然動態における出生数の推移や社会動

態を考慮した保育の供給量については、今後の精

査が必要となりますが、これは本市の保育機能全

般にかかわることと考えております。 

  来年度新たな「米沢市子ども・子育て支援事業

計画」を策定する予定であり、計画策定に当たっ

ては、保育のニーズ量調査を行うことになります。

本市の必要とされる保育ニーズに対応した保育の

供給量を目標数値に掲げることになることから、

この計画で示される保育ニーズ量を踏まえた上で

公立保育園のあり方についても検討を進めていき

たいと考えております。 

  公立保育園の果たす役割についてですが、保育

ニーズに対応するための保育機能であることが役

割の一つと考えております。 

  また、民間立の保育園では、受け入れが困難と

なる児童の保育や支援が必要な御家庭の児童の保

育など、より専門性が必要とされる児童の受け入

れを行うことも公立保育園の果たす役割であると

考えております。特に、公立保育園であることで、

他の行政機関との一体的な子育て支援が可能とな

り、継続性のある保護者支援が行えるというふう

に考えてございます。 

○島軒純一議長 小久保広信議員。 

○１８番（小久保広信議員） おおむね保育指針に

基づいて保育が行われているということだという

ふうに理解をしましたが、非常にこの保育所保育

指針・解説を見ますと、本当に微に入り細をうが

った、本当に気配りが必要ですし、子供一人一人

の様子をうかがいながら、その状況や成長過程と

いうものに合った養護、教育というものを行わな

ければならないとなっていまして、こういったこ

とをきちんと実践できるだけの今の人員体制にな

っているのか。とりわけ正規の保育士、また調理

師、そういったものがきちんと配置になっている

のか、その点はいかがでしょうか。 

○島軒純一議長 小関健康福祉部長。 

○小関 浩健康福祉部長 現在配置されております

正規の保育士は２つの園で21名であります。年齢

別の配置基準上では、18名が必要保育士数であり

ますので充足していると考えてございます。ほか

に常勤換算で８名の嘱託保育士が配置されており

ます。２つの園合わせて保育士の資格を持つ者が

29名配置されているといった状態であります。 

  公立保育園２園の定員規模については、それぞ

れ調理師２名が配置基準となっておりますが、現
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在正規職員の調理師が１名、それから嘱託調理師

が１名配置されております。基準では「調理員」

となっておりまして、その資格は配置基準の要件

とされておりませんが、公立保育園においては有

資格の調理師２名を配置しているところでありま

す。 

  また、栄養士の配置につきましては、配置基準

上、必要とされているものではありません。この

たびの指針の改定によりましても、栄養士が配置

されている場合はという前提で、その専門性を生

かした対応を図るというふうにされているところ

であります。 

  先ほども述べましたが、このたびの保育所保育

指針の改定におきまして示された内容については、

現在まで実施されてきた内容に大きな変更はない

ものと考えているところであります。ただ、実践

してきた内容に教育の意味づけが行われておりま

して、保育そのもののプロセスを大事にして、先

ほど申し上げました「幼児期の終わりまでに育っ

てほしい姿」10項目の体制に向けて保育を行って

いきたいと考えているところであります。 

  なお、保育計画、指導計画等の策定において、

保育園内において十分に協議して、保育士一人一

人が共通認識のもとで保育を行う必要があると考

えているところでありますので、そのように指示

しているところであります。よって、現在のとこ

ろ保育所保育指針の改定に伴う保育の実践におい

て現在の職員が不足しているといったことはない

と考えているところであります。 

○島軒純一議長 小久保広信議員。 

○１８番（小久保広信議員） 丁寧にありがとうご

ざいました。 

  今行われている保育というのは、昔のように単

に預かって見ていればいい、育てていればいいと

いうものではなくて、この保育所保育指針によれ

ば、保育所の役割として「保育所は、その目的を

達成するために、保育に関する専門性を有する職

員が、家庭との緊密な連携の下に、子どもの状況

や発達過程を踏まえ、保育所における環境を通し

て、養護及び教育を一体的に行う」というふうに

言っているんです。この専門性について、当局は

どのように、専門性を有する職員という点につい

てどのようにお考えですか。 

○島軒純一議長 小関健康福祉部長。 

○小関 浩健康福祉部長 保育に関する専門性につ

いての考えですが、特に家庭との緊密な連携につ

いては、公立保育園の果たす大きな役割の一つで

あると考えております。 

  公立保育園の保育士が持つ経験、ノウハウの蓄

積が専門性であると考えているところであります。 

  また、市の保育士は、保育所にのみ配置されて

いるのではなくて、保育士の立場でこども課の相

談担当にも配置されておりまして、支援が必要な

家庭の支援に当たっており、そこでの経験が保育

所の現場で専門性として生かされているものだと

考えております。 

○島軒純一議長 小久保議員。 

○１８番（小久保広信議員） わかったようなわか

らないような答弁でしたが、それから、この保育

指針の中で、「保育士等」というふうに表現して

いるんですね。なぜかというと、保育にかかわる

全ての職員、施設長、保育士、看護師、調理師、

栄養士など、そういったものを総称して「保育士

等」、そういった方々が一体になってこの保育に

当たるんだと、養護・教育に当たるんだというふ

うになっているわけですけれども、この点の御認

識はいかがでしょうか。 

○島軒純一議長 小関健康福祉部長。 

○小関 浩健康福祉部長 今おっしゃった全くその

とおりでありまして、保育所の職員は、それぞれ

の立場や専門性において職員全員が一体となって

保育にかかわる必要があるというふうに考えてい

るところであります。 

○島軒純一議長 小久保議員。 

○１８番（小久保広信議員） あと、先ほど保育士

の数、きちんと足りていますよというお話でした
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が、事務の部分でいくとどこでということが、非

常に保育園の事務にかかわる部分、そういったと

ころについて軽減を図るような、そういった措置

とか、そういったものはどうお考えですか。 

○島軒純一議長 小関健康福祉部長。 

○小関 浩健康福祉部長 保育園の事務については、

施設の維持管理、それから財務に関することは全

てこども課の子育て施設担当が行っているところ

であります。その他保育にかかわる事務について

は、延長保育の管理、園外の活動の調整などは、

そのほとんどを園長、副園長が担っておりますが、

保育士の指導等が十分に果たせるように現在その

ようなことで図っているところであります。 

○島軒純一議長 小久保議員。 

○１８番（小久保広信議員） 最後ちょっとよくわ

からなかったんですが、要するに事務軽減を図る

ような人を配置するというか、そういったことな

のでしょうか。 

○島軒純一議長 小関健康福祉部長。 

○小関 浩健康福祉部長 失礼しました。そのとお

りです。 

○島軒純一議長 小久保議員。 

○１８番（小久保広信議員） やはり園長、副園長

に事務が過剰にかかっていくということは大変だ

と思いますし、ましてやこの保育指針、解説でい

くと372ページもあるんですね。全部読もうと思っ

たんですが、なかなか難しくて抜粋しか読んでい

ないんですが、それを見ただけでも非常に細やか

な、そして一人一人に本当に手を差し伸べて寄り

添ってしていかなければならない、そういった中

で、いろいろなことも教育もありますし、地域と

のかかわりもある。そして、食物アレルギーであ

ったり、いろいろな部分が一気に来るわけで、そ

ういった意味ではなるべく軽減できるところは軽

減していただきたいと思います。 

  そして、「保育所保育指針の基本的な考え方」

で、「保育に関わる幅広い関係者に保育所保育指

針の趣旨が理解され、全ての子どもの健やかな育

ちの実現へとつながる取組が進められていくこと

が期待される」と述べられているんですね。幅広

い関係者というところには、私は人事を預かる部

署もきっと関係してくると思っているんですけれ

ども、当局はどのようにお考えですか。 

○島軒純一議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 今、議員おっしゃった指針で

いう保育にかかわる幅広い関係者にこの指針上、

どう解されるかわからないところでございますけ

れども、含めるかどうかにかかわらず保育園にか

かわる組織、あるいは人員配置などにつきまして

は、これまでも、それから今後も必要に応じて関

係部署と十分に協議、連携を図らなければならな

いと考えております。 

○島軒純一議長 小久保議員。 

○１８番（小久保広信議員） 話を聞きますと、何

か保育士の専門性、それから調理師の専門性、そ

ういったものがある意味軽んじられているのでは

ないかと思わざるを得ない話も聞こえてきます。

もっとしっかりと専門性の部分で、今までもなん

ですが、米沢市というのは専門職、専門性に対し

て非常にぞんざいな扱いといいますか、きちんと

的確にそこを取り上げてきていない部分がありま

す。そういった意味で、専門性をきちんと確保し

ていく、そのことが保育園でいいますと、子供た

ちの本当に健やかな成長につながると思うんです

が、その点はいかがですか、総務部長。 

○島軒純一議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 保育園にかかわる点での御質

問でございますので、もちろん保育園運営が円滑

に適切になされなければならないことは言うまで

もございませんので、そういう観点におきまして

もちろん配慮すべき点は配慮するという考えでご

ざいます。 

○島軒純一議長 小久保議員。 

○１８番（小久保広信議員） だとするならば、調

理が嘱託職員で行われているという部分について

は、非常に疑問視をいたします。食育の推進であ
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るとか、食物アレルギーへの対応など、さまざま

なことを考えれば、ましてや調理師も一緒になっ

て子供たちと一緒になって保育を行っていくとい

う、そういったことが前提にあるわけですから、

そういった意味で正規職員で対応すべきだと思う

んですが、その点はいかがですか。 

○島軒純一議長 小関健康福祉部長。 

○小関 浩健康福祉部長 調理師からの要望として、

栄養士の指導をいただきたいという要望がござい

ます。先ほども述べましたとおり、健康課の管理

栄養士の指導を得られるように調整を図っている

ところでありますが、調理師につきましても有資

格者をもちろん配置してございますので、安全面

に心配はないと考えてございます。 

○島軒純一議長 小久保議員。 

○１８番（小久保広信議員） 私が言いたいのは、

フルタイムの正規職員と嘱託職員、短いですよね、

時間。それで対応できるのですかという部分なん

です。限られた時間の中でさまざまなことをしな

ければならない。しかしながら、正規職員８時間

ならできるかもしれない。嘱託８時間でフルタイ

ムで働いてもらっていいんですか、というところ

なんですよ。ちゃんと対応できるのかと。食育と

いった部分においても食物アレルギーの部分につ

いてもそういった意味できちんとした配置をしな

ければならないと思うんですが、再度いかがです

か。 

○島軒純一議長 小関健康福祉部長。 

○小関 浩健康福祉部長 時間的な部分が十分かと

いった中身だと思いますけれども、そちらについ

てもやはり正規職員とのかかわりの中で当然なが

らそこをカバーしていくといった部分がもちろん

あると思いますし、そこについては何ら問題はな

いと考えてございます。 

○島軒純一議長 小久保議員。 

○１８番（小久保広信議員） 何かそういう話を聞

いていると、子供の安全な食事よりも、総務部の

定員適正化、その計画のほうが最優先課題なのか

なというふうにも聞こえてしまいますが、ぜひき

ちんとした保育が維持できる、そして今回改定に

なった指針、これがきちんと実現できる、そうい

った保育所になるべきだと思いますし、そのため

にもそれなりの人員配置がなければ、それはでき

ないことだと思います。この点については要望に

しておきます。 

  次に、保育士さんのスキルアップの部分、キャ

リアアップの部分なんですが、体系的な研修を行

っていますよということなんですけれども、聞こ

えてくるのはきちんとした体系的な研修というの

は、本当になっているんですかね。 

○島軒純一議長 小関健康福祉部長。 

○小関 浩健康福祉部長 先ほどの１回目の答弁で

申し上げましたとおり、そういった体系的な計画

的なものに基づいてやっているというふうに認識

しております。 

○島軒純一議長 小久保議員。 

○１８番（小久保広信議員） とすると、この話何

回やっても堂々めぐりになるので、ぜひ体系的に、

計画的に、指針で言っているように本当に保育士

さんたちの専門性を高めていかないと、このこと

が実現できないというふうに言われていますし、

なっています。そこはきちんと当局の責任として

そういった研修ができるように、スキルアップで

きるようにしていっていただきたいと思います。 

  最後になりますけれども、これからの公立保育

園のあり方ですね。 

  先ほどの答弁ですと、ニーズに対応すると、ニ

ーズがなくなれば公立保育園はなくなってもいい

のかなみたいな答弁にも聞こえてしまったわけで

すけれども、そうではないと思います。その後の

受け入れ困難な子供、障がいのある子供、そして

親に対する支援ですね、そういったことが必要な

子供さんもいらっしゃいますから、そういった部

分をきちんと公立保育園が受け入れて他行政機関

と本当に連携していかなければならないと、そこ

は思います。そこは充実をしていただきたいと思
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うんですが、きちんと米沢市として公立保育園の

新たなあり方、役割というものをきちんと計画し

ていくべきだと思うんですが、その点はいかがで

しょうか。 

○島軒純一議長 小関健康福祉部長。 

○小関 浩健康福祉部長 新たな公立保育園のあり

方についてということで、他市のほうでは効率的

な行政運営を軸にして公立・民間保育園のそれぞ

れの役割だったり、経費面であったりということ

を整理した上で計画の策定に取り組んでいるよう

であります。 

  本市においても行財政改革に基づいて公立保育

園１園を民間に移譲しております。また、待機児

童の課題に関しましても公立保育園の定員数の見

直しや民間立保育所の施設整備への支援について

まちづくり総合計画にのせ、受け入れ枠の拡充を

計画的に行ってきたところであります。保育行政

を計画的に進めるに当たっては、今後とも社会状

況の変化であったり、保育ニーズの変化であった

り、的確に捉えるということが重要でありますの

で、その上で先ほど述べた公立保育園の役割をも

とに公立保育園のあり方についても検討を進めて

まいりたいと思います。 

○島軒純一議長 小久保議員。 

○１８番（小久保広信議員） ほかの市町村で川崎

市などではきちんと従来の保育園の機能、役割に

プラスして「地域の子ども・子育て支援」の機能、

「民間保育所等への支援」の機能、「公・民保育

所人材育成」の機能ということで、新たに民間保

育園への支援であるとか、人材の育成であるとか

ということが出されていますし、苫小牧市でもそ

ういった「地域子育て支援の充実」であるとか、

「保育の質向上」、そして「配慮を必要とする児

童等への対応」ということが役割として挙げられ

ています。 

  先ほど部長から検討していくということがあっ

たわけですけれども、ここはしっかりと公立保育

園としてどういった役割があるのか、そしてこう

いった使命があるんだ、その意義があるんだとい

うことをきちんと示していくべきだと思いますし、

とりわけ米沢市、公立保育園たった２園しかあり

ません。ほかの市町村は公立保育園が多かったり

するわけなんですけれども、それだけ、前から言

っていますが、ある意味で子供にお金を使わなか

った米沢市というのが見えるわけで、そういった

意味で公立保育園２園をきちんとした子育て支援

の中核であるとか、保育の質のさらなる向上を図

るための施設としての役割を与えるべきだと思い

ますが、その点再度いかがでしょうか。 

○島軒純一議長 小関健康福祉部長。 

○小関 浩健康福祉部長 役割については、先ほど

御回答を申し上げたとおりでございますので、そ

れを十分酌んだ中で対応していきたいと考えてご

ざいます。 

○島軒純一議長 小久保議員。 

○１８番（小久保広信議員） きちんとそこをやっ

ていかないと先ほど言いました保育士さんたちの

スキルアップを図るとか、一番は保育士さんたち

のやる気の部分がそがれていくのではないかとい

う危惧をしております。よりよい保育をするには、

保育士さんたち、それから保育にかかわる職員の

皆さんのモチベーションがいかに高いところにあ

るか、そのことが重要だと思いますし、意欲がな

ければなおざりになってしまいますし、そういっ

たことになれば子供たちが一番かわいそうなわけ

ですから、そういった意味できちんとした公立保

育園のあり方、役割について検討していただきた

いと要望したいと思います。 

  そして、再度になりますが、キャリアアップの

部分についてもさらなるきちっとした体系化を図

っていくべきだということを申し上げて10分ぐら

い残りますが、市政協議会もございますので、以

上で終わっていきたいと思います。 

○島軒純一議長 以上で18番小久保広信議員の一般

質問を終了し、暫時休憩いたします。 
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午後 １時５９分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ２時０９分 開  議 

 

○島軒純一議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、都市計画の見直しについて外３点、４番

佐藤忠次議員。 

  〔４番佐藤忠次議員登壇〕（拍手） 

○４番（佐藤忠次議員） 皆様、こんにちは。 

  さて、私の一般質問をさせていただきますが、

その前に私的なことでございますが、一言皆さん

に御報告申し上げます。 

  私も議員生活23年と６カ月過ぎました。今、マ

スコミからいろいろ来春についての出処進退につ

いて問われているところであります。そんなこと

もありますので、私もいろいろと考えました。し

かし、来春は、私は一応出馬しません。そして、

若い人に譲りたいと思っておりますので、どうぞ

よろしくお願い申し上げます。大変にありがとう

ございました。 

  それでは、一般質問させていただきます。 

  東北中央自動車道開通から１年有余過ぎました。

道の駅米沢の入り込み数は、10月30日現在、130

万人と予想を大幅に上回り、大変よかったと思わ

れます。 

  平成27年作成の米沢都市計画総括図に道の駅の

計画はありませんでした。これが急に、地元の強

い要望と県議の先生方の政治力のおかげだと思っ

ております。 

  今、都市計画の見直しが始まりました。私も都

市計画審議会委員を拝命しておりますが、なかな

か意見を述べる機会がありません。それで今回一

般質問をさせていただきます。 

  １つ、都市計画の見直しについて。 

  （１）東北中央自動車道を生かしたまちづくり

構想はどのように考えておられるのかお聞きいた

します。 

  （２）コンパクトシティーを目指している米沢

市では、郊外に大型店舗の規制は今もあるんでし

ょうか。条例としてあるのでしょうか、お聞きし

ます。 

  （３）新たに東北中央自動車道沿線に産業団地

か商業団地を造成する考えはありませんか、お聞

きします。 

  高速道路開通のおかげで、オフィス・アルカデ

ィアはほとんど満杯になったようです。しかし、

八幡原中核工業団地には10ヘクタールの未分譲地

と未造成地があります。都市計画総括図では、工

業専用地域に指定されています。 

  （４）米沢八幡原中核工業団地の一部を用途変

更するお考えはないでしょうか、お伺いします。 

  また、未造成地については、道路計画がなされ

ておりません。これでは絵に描いた餅です。本当

に開発される計画があったならば東北中央自動車

道のトンネルの残土で造成できたのではないかと

今もって悔やまれるのであります。 

  今、フル規格の奥羽新幹線運動が始まりました。

板谷峠に長大トンネル23キロと公表されています。

ぜひこの場に合わせてこの残土を活用して未造成

地を開発したいものです。 

  （５）米沢八幡原中核工業団地の道路と下水道

計画についてお伺いします。 

  11月13日の読売新聞に、「水道事業統合に補助

金 来年度から広域化で経営強化」という記事が

載っていました。 

  ２、水道事業の広域化についてお伺いします。 

  １つ、広域化で経営強化になるものでしょうか、

お伺いします。 

  （２）どの自治体との広域連携を考えておられ

るかお伺いします。 

  次に進みます。 

  最近、消防団員不足が聞かれます。 

  ３、広域消防と消防団の連携についてお伺いし
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ます。 

  （１）広域化から数年経過していますが、本市

の財政負担は軽減されたのでしょうか。 

  （２）消防団の統合や広域連携などの見直しの

考えはあるのでしょうか、お伺いします。 

  次に進みます。 

  米沢市には今、水田利用型大型酪農が事業開始

しました。総事業費30億円、飼育頭数1,500頭、従

業員50名、まさに搾牛工場です。ぜひ成功してい

ただきたいものです。 

  ４、畜産振興についてお伺いします。 

  １つ、米沢牛振興の今の問題点をお聞かせ願い

ます。 

  米沢牛は、雌牛の未経産牛に特化されておるの

で、素牛導入には大変苦労されております。 

  （２）養豚業の今の問題点はどのようになって

いるのでしょうか。特に悪臭問題などをお伺いし

ます。 

  （３）畜産団地構想の考えはないでしょうか。 

  10月下旬の産業建設常任委員会協議会終了後に

委員有志で八幡原中核工業団地の未造成地を見聞

しました。委員会の政策提言にも加えさせていた

だいたところであります。ぜひ畜産団地の造成を

お願いし、壇上からの質問を終わります。 

○島軒純一議長 杉浦建設部長。 

  〔杉浦隆治建設部長登壇〕 

○杉浦隆治建設部長 私からは１の都市計画の見直

しについてのうち、（１）東北中央自動車道を生

かしたまちづくりの構想は、（２）大型店舗の規

制は今もあるのか及び（５）の米沢八幡原中核工

業団地の未造成地の道路と下水道計画についてお

答えいたします。 

  初めに、（１）東北中央自動車道を生かしたま

ちづくりの構想でありますが、昨年東北中央自動

車道福島－米沢間が開通し、本市が全国の地域と

直接高速道路で接続されたことで、これまで以上

に地域間の連携、交流ネットワークの拡大や企業

の進出、物流量の増加などに加え、観光客の誘客

といった経済の活性化が推進されているものと思

っております。 

  また、今年度南陽高畠－山形上山間も開通の予

定でありますことから、さらなる交流人口の拡大

が予想されるところでもあります。これらの高速

交通網の整備に伴い、本市が交通の要衝としてこ

れまで以上に発展することが期待される中、特に

東北中央自動車道周辺の土地利用に関しましては、

その利用方法によっては開発ポテンシャルを有し

ており、本市にとって大きな経済効果を生む可能

性があるものと考えているところであります。 

  一方、特にインターチェンジ付近の土地利用の

形態は、優良な農地に囲まれ、農業振興地域の網

もかかっているといった状況がございます。こう

いった状況を踏まえますと、開発を進める場合に

は解決しなければならない課題も多々あり、さま

ざまな分野で議論や調整が必要となってまいりま

す。 

  今年度から都市計画マスタープランと立地適正

化計画の策定を行ってまいりますが、この中でも

広く御意見をお聞きしながら将来を見据えた東北

中央自動車道を生かしたまちづくりのあり方につ

いて検討していかなければならないと思っている

ところであります。 

  次に、（２）の大型店舗の規制は今もあるのか

との御質問にお答えいたします。 

  大型店舗の立地の規制に関しましては、平成10

年度から12年度にかけて制定されました、いわゆ

るまちづくり三法に基づき一定の立地制限のもと、

多くの地方都市が中心市街地活性化に向けた取り

組みを講じる一方で、大型店舗の郊外への立地な

どの影響による中心市街地の衰退に歯どめをかけ

るため、平成18年度に大型店舗等の立地に関する

新たな制限等を定めた改正法が制定されたところ

であります。 

  この改正法において、大規模集客施設が立地し

た場合の影響が大きい準工業地域については、特

別用途地区の活用により自治体独自の制限を加え
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ることについての方針も示されたところでありま

す。これを受け、本市におきましては、米沢市大

規模集客施設制限地区建築条例を平成23年度に制

定しております。具体的な内容としましては、用

途地域の種類の一つである準工業地域において店

舗や飲食店などの集客施設については床面積の合

計が１万平方メートルを超える場合に、建築制限

が適用されるものであります。この条例により床

面積の合計が１万平方メートルを超えるような大

型店舗は引き続き制限の対象となっているところ

であります。 

  次に、（５）の米沢八幡原中核工業団地の未造

成地の道路と下水道計画についてでありますが、

工業団地北側の工業専用地域の飛び地につきまし

ては、以前にもお答えさせていただいております

とおり、未造成地の一帯が湿地帯となっており、

地盤が軟弱なことなど、地形状況の影響により用

地の活用を図ることが難しい状況から、当時の開

発事業主体であった旧地域振興整備公団において

も造成工事に着手されずに当該地は市に移管され

た経緯があります。 

  そのようなことから用地を活用するとした場合

でも造成の費用が相当多額となることが見込まれ

ることから、現在においては具体的な造成などの

計画がない状態となっております。 

  御質問にあります道路や下水道の整備につきま

しても、造成等の計画がない現状においては実現

は難しいものと考えているところであります。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

  〔菅野紀生産業部長登壇〕 

○菅野紀生産業部長 私からは、１番の都市計画の

見直しについてのうち（３）の東北中央自動車道

沿いに新たに産業団地を造成する考えはないのか

及び（４）の米沢八幡原中核工業団地の一部用途

変更について、４番の畜産振興について答弁させ

ていただきます。 

  初めに、都市計画の見直しについてのうち（３）

東北中央自動車道沿いに新たに産業団地を造成す

る考えについてお答えいたしますが、まず新たな

産業団地の造成につきましては、先ほどの中村議

員からの質問に対する答弁と一部重複しますが、

近年、企業の立地が順調に進んでいることにより、

分譲地が少なくなっていること、また今後におい

ても安定した雇用の確保、市民生活の向上を図る

ためにも、議員お述べのように、将来を見据え、

利便性の高い東北中央自動車道沿線も視野に入れ

ながら新たな産業用地を確保しなければならない

と考えております。しかしながら、産業用地を造

成するためには多額の投資と長い年月が必要とな

ることに加え、人口減少による労働力不足など、

さまざまな大きな課題もあることから、今後の見

通しなど外部有識者から意見をお聞きし、新たな

産業団地を造成する際には民間活力の導入による

団地整備といった手法も考慮し、社会動向も踏ま

えながら、さまざまな可能性について調査、研究

させていただきたいと考えております。 

  次に、米沢八幡原中核工業団地の未造成地を含

めた用途変更についてですが、米沢八幡原中核工

業団地は、都市計画法の用途指定により団地の造

成に際して周囲が緑地等に囲まれた工業専用地域

と住宅地等に隣接する区域を準工業地域として整

備がなされたもので、これまでの分譲はその用途

制限を基準に工業専用地域には製造業を中心とす

る工場等を誘致してきました。 

  工業専用地域は、工業の事業活動を増進するた

めの地域で、振動や騒音など、規制等が緩和され

ており、危険物を取り扱う企業も少なくありませ

ん。未分譲となっている用地は、こうした工業専

用地域内に点在していることから、地域内の一部

を用途変更することは既存企業への立地環境、条

件を抜本的に変えるものと捉え、未分譲地の用途

変更は考えていないところであります。 

  なお、今後とも東北中央自動車道へのアクセス

の利便性、ものづくり産業を支える市内企業や山

形大学工学部の存在など、米沢の強みを積極的に
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情報発信し、米沢八幡原中核工業団地及び米沢オ

フィス・アルカディア未分譲地はもとより、市内

工業団地や空き工場への企業誘致を推進してまい

ります。 

  次に、４の畜産振興についてお答えいたします。 

  初めに、（１）の米沢牛の振興の問題点はにつ

いてでありますが、全国的に肉用牛繁殖農家が減

少してきていることから、肥育素牛となる子牛自

体も減ってきている状況であります。それに伴い

子牛価格の高騰も続いており、肉用牛肥育農家の

経営は非常に厳しい状況になってきています。特

に米沢牛は黒毛和種の未経産雌牛と定義し、雄の

去勢牛は肥育対象から外れるため、素牛について

は県外からの導入に頼るところが大きく、大変苦

労されているのが現状です。 

  また、飼料費に関しましても、以前から高い状

況が続いており、経営を厳しくしている要因の一

つでもあります。 

  次に、これは畜産農家に限ることではありませ

んが、やはり後継者不足により、これからも続け

ていけるのかという不安を抱えている方々も数多

くいらっしゃることも事実であります。これらの

ことは、米沢牛の産地である置賜３市５町に共通

した課題でありますので、現在協議を進めており

ます定住自立圏構想の中でも取り上げており、今

後とも置賜３市５町や県、ＪＡなど、関係団体が

密に協議、連携を図りながら米沢牛の振興に努め

ていきたいと考えております。 

  次に、養豚業の問題点はについてお答えいたし

ます。 

  養豚事業所では、これまで臭気対策として講じ

てきた堆肥化工程の一部中止や縦型コンポストへ

の脱臭装置の設置、そして平成25年２月までに飼

養頭数を約半数に減らしたことにより、臭気の拡

散する範囲は確実に狭まってきております。 

  現在は、畜産における臭気対策の専門家である

一般財団法人畜産環境整備機構畜産環境技術研究

所に改善方策等の指導を受けながら、継続して臭

気発生の改善に努めており、昨年５月から６月に

かけて縦型コンポストの脱臭装置を改修するとと

もに特ににおいの発生が強い交配舎や子豚舎の換

気扇周りの改修も行ったところです。 

  また、ことしは農場及び農場周辺の現地確認や

臭気の測定を行い、改めて今後の改善策などの指

導を受けたところです。 

  しかしながら、いまだに風向きによって近くに

お住まいの皆様に御迷惑をおかけしている状況に

あります。このため、これからも定期的に農場周

囲と近隣地区の臭気の状況を確認し、養豚事業所

には農場の各施設の適正な維持管理等の徹底もあ

わせて引き続き指導してまいります。 

  次に、畜産の団地化の考えはないのかについて

お答えいたします。 

  畜産団地については、場所の問題は別としても

米沢牛の関係団体からも団地化は必要という要望

をいただいております。さらに議会からも「米沢

ブランド戦略の推進に向けた政策提言書」の中で

提言いただいており、必要性は本市としても認識

しているところです。 

  現在、定住自立圏構想の中でも米沢牛生産基盤

強化事業として繁殖・肥育センターの設置構想を

掲げており、置賜２市５町や県、ＪＡなどとの協

議を重ねている状況であります。 

  まだ設置主体や運営方法、そして環境上問題の

ない適切な場所が確保できるか、また、防疫上の

課題など、検討しなければならない項目は多々あ

りますが、米沢牛の生産基盤の強化のためにも前

向きに検討していきたいと考えております。 

  なお、議員からは八幡原中核工業団地の未造成

地を利用できないかとの御提案をいただきました

が、当該地につきましては、先ほど建設部長から

の答弁にありましたように、地盤が軟弱であるこ

とから造成には多額の費用を要することが予想さ

れ、また近隣の企業などにさまざまな影響が出る

ことも懸念されるため、畜産団地の建設は難しい

ものと考えております。 
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  私からは以上です。 

○島軒純一議長 宍戸上下水道部長。 

  〔宍戸義宣上下水道部長登壇〕 

○宍戸義宣上下水道部長 私からは、２番の水道事

業の広域化についてお答えします。 

  初めに、広域化で経営強化になるのかの御質問

でありますが、水道事業は、全国的に人口減少な

どによる水需要の減少に伴う水道事業収益の減少

によって事業の経営が厳しくなってくることに加

え、水道施設の老朽化による更新費用の増加など

により厳しさを増してきております。 

  このことから、国では以前から広域連携などに

よる経営基盤の強化を推進していますが、今般の

新聞報道などによりますと、来年度から県を調整

役に水道事業の統合を進める方針を固めたとされ

ております。 

  広域化のメリットには、施設の統廃合や共有化

などによるコスト縮減、いわゆる人材、資金、施

設、情報、水資源などの経営資源の共有化と効率

的活用やスケールメリットを生かした事業運営に

より技術の継承を含めた運営基盤の恒久的な維持

向上と水道利用者への均一で質の高いサービスを

安定的に供給することが可能とされておりますの

で、事業の広域化は経営強化につながるものと認

識しております。 

  次に、どの自治体との広域連携を想定するのか

の御質問でありますが、本市の水道事業は、現在

は良好な経営状況を保っておりますが、他の事業

体同様、将来的には単独での経営は厳しい状況が

予想されることから、平成28年度末に策定しまし

た米沢市新水道事業ビジョンにおいても広域化の

調査研究を行うとしております。 

  今年度、県食品安全衛生課が主催し、置賜３市

５町及び県企業局で構成する置賜圏域水道事業広

域連携検討会が設置され、広域連携による経営基

盤の強化について検討していくことになりました。 

  また、置賜定住自立圏形成協定においても圏域

内水道の広域連携等の検討について項目に挙げら

れております。 

  どの自治体との広域連携なのかについては、こ

れから検討していくことになります。置賜圏域内

でどのような広域連携がよいのか、置賜全域がよ

いのか、東南置賜２市２町と西置賜１市３町か、

あるいはそのほかの組み合わせがよいのか、さま

ざまなシミュレーションをしながら検討してまい

りたいと思います。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 堤市民環境部長。 

  〔堤 啓一市民環境部長登壇〕 

○堤 啓一市民環境部長 私からは、３の広域消防

と消防団の連携についてにお答えいたします。 

  初めに、広域化から数年経過しているが、本市

の財政負担は軽減されたのかについてお答えいた

します。 

  平成24年４月に東南置賜２市２町の常備消防が

広域化し、置賜広域行政事務組合消防本部として

発足して７年目を迎えました。 

  常備消防につきましては、消防10カ年整備計画

により、広域化による効果的な消防体制の構築や

施設整備費、資機材の維持管理費の平準化と縮減

が進められております。また、消防本部では、効

率的な職員配置が可能となったことから、広域化

当初の消防職員226名体制から計画に基づき８名

を削減し、現在218名体制となり、人件費の削減に

も努めているところです。 

  広域化以後、旧４消防本部の通信指令系統を１

つに統合した高機能消防指令センターの整備、消

防救急無線のデジタル化を行ったほか、車両の更

新、高畠消防署、米沢消防署城西分署、南陽消防

署を整備し、川西消防署の耐震補強工事を行って

おりますが、これらの整備に対しては有利な起債

を積極的に活用することによって財政負担の軽減

が図られております。 

  公債費を除く常備消防の運営費につきましては、

広域化前後の財政負担を比較いたしますと、計画

的な施設設備の更新や整備により消防力の強化に
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努めたことから、広域化後は一時的に費用が増加

しましたが、平成29年度の決算額は、広域化前の

平成23年度の決算額を下回っており、広域化の効

果が出始めているのではないかと考えております。 

  今後も定期的に財政負担の状況を検証していき

たいと考えております。 

  次に、消防団の統合や広域連携などの見直しの

考えはあるのかについてお答えいたします。 

  本市消防団の団員数につきましては、近年条例

定数に満たない状況が続いております。 

  消防団は地域消防力の中核であり、欠くことの

できない代替性のない存在であることから、団員

の確保については分団ごとに力を入れているとこ

ろであります。 

  また、消防団員の処遇改善のため、装備品等の

充実を図り、活動しやすい環境づくりを進めてい

るところです。 

  しかし、周辺地区によっては若者が減少し、新

入団員もなかなか確保できない分団もあり、１つ

の班で２カ所のポンプ庫を管理するところもある

など、見直しの必要が出てきているところです。

このため、今年度消防団に対し、見直し検討委員

会の立ち上げを依頼したところであり、今後市内

のポンプ庫の位置図の作成、班長以上の団員に対

するアンケート調査を行った上で、組織や施設等

の見直しとあわせて要望の高い軽トラックの導入

などについても検討したいと考えております。 

  次に、消防団の広域連携についてですが、消防

団は消防組織法を根拠に条例、規則により定めら

れており、各自治体単位で活動しております。し

かし、広域化後にあっても消防署と各市町の地域

に密着した消防団との緊密な連携は確保されてお

り、日常業務においても訓練指導を初め、消防署

と消防団が連携し、地域密着性を生かした細やか

な巡回広報を実施しているところです。 

  また、火災現場活動では、現場指揮本部と消防

団現地本部が隣接して設置されることから、地元

の水利に精通している消防団員の消防水利の確保

協力や迅速な情報の共有により、消防本部と消防

団が協力連携した消防活動を行っております。 

  ２市２町の消防団による広域連携については、

南陽市で平成25年と平成26年に２年連続で豪雨に

よる被害を受けた際、山形県消防協会東南置賜支

部の支援活動として米沢市、高畠町、川西町の各

消防団が復興支援として被災ごみや土砂の撤去、

家財の運び出し等を実施しております。 

  今後も連携して支援できる部分については、積

極的に活動できる体制づくりに取り組んでいきた

いと考えております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 佐藤忠次議員。 

○４番（佐藤忠次議員） 御答弁大変ありがとうご

ざいました。 

  かつて私が農業委員をやっておったころ。千葉

県に印旛沼があります。それが見事な水田に変わ

っておりました。どうしてこの印旛沼が埋まった

んですかと聞いたら、東京の地下鉄工事の残土を

もって開発したんだとお聞きしました。また、私

が初めて市議会議員をさせていただきましたとき、

初めての質問が八幡原中核工業団地から抜ける未

造成地の道路ができないかということを質問させ

ていただきました。 

  今、部長から答弁があったように、確かにあの

辺は湿地帯も多いです。 

  話は飛びますが、ヘリポート脇の遊水池、あそ

こは米沢市の下水道工事の残土で埋めたんじゃな

いんでしょうか。恐らく10年ぐらいかかっており

ますが、３町歩近く立派な平地になっております。

私はあそこを何とか活用してパークゴルフ場にで

きないかということを質問させていただいた経過

がございます。 

  そんなことで、あの未造成地は決して造成でき

ない場所ではありません。なぜ私があの道路を早

く切れと言ったのかは、高速道路の栗子トンネル

の残土で埋められるのではないかなと私は思って

おりました。それが残念ながら道路がないのでそ
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んな計画もないということで頓挫になった経過が

ございます。 

  先ほど壇上で、何年後になるかわかりませんが、

新幹線の板谷峠ですか、23キロの。恐らくトンネ

ルの残土が出ると思います。それを使って再度あ

の未造成地を造成できないものかどうかお伺いし

ます。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 先ほど申し上げましたように、

産業部としましてもやはり用地の有効活用という

のは考えるものの、あの用地につきましては、非

常に課題が多いということで造成は難しいと判断

しております。 

○島軒純一議長 佐藤忠次議員。 

○４番（佐藤忠次議員） そんなにやる気がなかっ

たら……。国では市に移管するとき、緑地にしな

さいと言われたということを私は聞いております。

それを緑地にしなくて道路も計画なくて、ただも

の工業専用地域という10町歩近くが今も図面に残

っております。どうしてですか。する気がなくて

あの図面を残しているんですか。お聞きします。 

○島軒純一議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 確かに議員御指摘のとおり、

工業専用地域として図面、飛び地のほうが残って

いるところでございますが、当時としてやはり工

業団地、現在地のところから道路を切るとなると、

トンネル形式、あるいは大規模な掘り割り形式で

いかなければならないと。あるいは先ほど答弁さ

せていただいた湿地帯であるというようなことか

ら造成までは至っていないというふうにお聞きし

ているところでございます。そういったところか

らまだ用途の地域指定はなっておりますけれども、

造成には至っていない土地であるというようなと

ころでございます。 

○島軒純一議長 佐藤忠次議員。 

○４番（佐藤忠次議員） 今回は都市計画の見直し

ということで質問させてもらっております。そん

なことで、今後もあの未造成地は工業団地として

残しておかれるつもりでしょうか、お伺いします。 

○島軒純一議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 やはり今後の土地利用という

ところは現在マスタープランの見直しもやってお

りますし、さまざまな観点で検討していかなけれ

ばならないと思っているところでございます。 

○島軒純一議長 佐藤忠次議員。 

○４番（佐藤忠次議員） ありがとうございます。 

  今後とも残すというならば、やはり道路と下水

道の計画だけはのせておいてください。都市計画

道路として。何も今すぐやったらどうですかとい

うことではありません。恐らくチャンスが来ます。

先ほども言いましたが、フル規格の新幹線のトン

ネル工事なんかで恐らく残土の埋立地が必要にな

ってくると私は思います。ぜひあの道路計画だけ

は残していただければと思います。 

  次に移ります。 

  かつて北インター周辺に大型店舗の申請があっ

たということがあったと思います。私もちょっと

携わらせていただきました。市はあの当時、農業

振興地域であるということを盾にとって断られま

した。恐らく大型店舗の件もあったかと思います。

しかし、これではいつまでたってもあの辺は開発

できないと思います。確かに農業振興地域ではご

ざいますが、市、公共団体が関与することによっ

てそれを解くことができるのではないでしょうか。

例えば、道の駅は都市計画にはなかったんです。

それが市の公共事業だということで、農振はただ

いっときに解いていただきました。そんなことも

ございます。恐らく産業団地とか商業団地を市が

やればそこに商業の関係の企業を張りつけられる

のではないかと、そんな気がします。いかがでし

ょうか。 

○島軒純一議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 ことし３月の櫻田門の代

表質問でもお答えしたところであります。その３

月その後に道の駅米沢がオープンしまして、御承

知のとおり、非常に多くの方にいらっしゃってい
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ただいているというような状況がありまして、私

どものほうも非常にこのインターチェンジ周辺、

北インターも含めてでありますが、そちらのほう

は米沢市の発展に、地域の発展に大きく寄与でき

る可能性を含んでいるというところを改めて認識

しております。農振除外とか、さまざまな課題は

ございますが、今後将来の新たな土地の有効活用

を検討すべきであるというようなところで、現在、

そのような考えを持っているところでございます。 

○島軒純一議長 佐藤忠次議員。 

○４番（佐藤忠次議員） ありがとうございました。 

  ぜひ、いっときも早い有効な方法で開発してい

ただきたいと思います。 

  福島県の、きのうの相田光照議員の質問にもあ

ったようですが、大笹生インター周辺には大規模

な産業団地造成の計画があると聞いております。

中央インター周辺にも実はいろいろ民間で商業施

設やらトラックヤード、前にも質問したと思いま

すが、そんな動きがあるやに聞いております。と

にかくいっときも早く民間活力を最大限に活用す

ることが米沢が生き残れることだと思います。大

笹生やまた今度できる高畠－上山間のところにも

スマートインターですか、なども計画されている

と聞いております。いっときも早く米沢が率先し

て、そういう民間の活力を入れていかなければ本

当に米沢がストロー現象ですか、そうなって、恐

らくどんどん人口が減るのではないかと危惧しま

す。どうかそういういっときも早い民間の活力を

取り入れられるような何か施策を講じていただけ

ないでしょうか。市長にお伺いします。 

○島軒純一議長 中川市長。 

○中川 勝市長 高速道路も開通しまして、道の駅

もできて盛況いただいていると。そういった中で、

これからの米沢市の土地利用を考えてみた場合に、

今議員がお述べになる部分も含めてやっぱり最大

限に民間活用もしながら、連携しながら取り組ん

でいかなければならないものと、このように考え

ておるところであります。 

○島軒純一議長 佐藤忠次議員。 

○４番（佐藤忠次議員） ありがとうございます。 

  いっときも早く計画を練って、そしてほかに負

けない、アメリカのトランプではないですが、や

はり米沢第一です。何とか頑張ってよりよい米沢

をつくりましょう。 

  それでは、南部土地区画整理事業がかつて計画

されておったと思います。もちろん地元の反対か

ら頓挫しています。ぜひいっときも早く都市計画

道路万成線を完成させたいものだと思っておりま

す。 

  それで、ちょっと奇妙に思っているんですが、

万成線の途中に市の所有している土地が５万坪ぐ

らいあると聞いておりますが、これはどういう経

緯で、そして今後どのように生かしていかれるか

ちょっとお聞きします。 

○島軒純一議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 今現在の現状をまず申し上げ

ますと、土地開発公社の名義で今現在49筆で約５

ヘクタールの土地がございます。そのうち登記の

地目が田んぼの土地が約4.8ヘクタールほどござ

いますけれども、それにつきましては、条件つき

所有権移転仮登記となっておりまして、維持管理

につきましては、現在、以前の所有者といいます

か、登記上は仮登記でございますので公社名にな

ってございますが、所有権はまだ移転しておりま

せんので、所有者が水田として耕作をしておりま

す。 

  それから、それ以外のところにつきましては、

地目は原野でございますので、その部分につきま

しては、維持管理については土地開発公社が維持

管理を行っているところでございまして、今後の

この用地の方向性につきましては、現時点では何

も決まってございません。 

○島軒純一議長 佐藤忠次議員。 

○４番（佐藤忠次議員） 私もあの当時、土地区画

整理事業というとき、私も議員しておったので大

体わかりますが、本当にあのときなっていれば今
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ごろとっくに万成線も完成しておったのではない

かと、非常に残念に思っております。 

  それで、その今５ヘクタールの市有地があると

いうことで、何も計画されていないということで

はちょっと残念です。ぜひいっときも早い万成線

を完成させるためにどうすればその土地を生かせ

るか、例えば産業団地でもいいと思います。何か

はっきりした計画を持ってぜひいっときも早い都

市計画を立てていただきたいということを要望し、

何か返答があればもう一度お願いします。 

○島軒純一議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 ただいまの保有土地の活用に

ついての考えでございますけれども、議員御承知

のとおり、現状におきましては、道路や雨水排水

などのインフラが不十分というようなところで、

それを整備していくには多額の費用と長い期間が

かかるということで、現時点においては本市単独

での土地活用は困難な状況ということがあります。

そういったことからも、お話があったとおり、県

事業であります都市計画道路万世橋成島線の整備

実現が必要不可欠であるものと考えているところ

でございます。そのようなことからも、早期着工、

整備を強く求めていくとともに、その進展状況を

見きわめながら、保有土地の活用やその手法につ

いて検討していく必要があると思っているところ

でございます。 

○島軒純一議長 佐藤忠次議員。 

○４番（佐藤忠次議員） いっときも早い計画を練

って、ぜひ着工に移っていただければと思ってお

ります。 

  次に移ります。 

  きのうの質問でしたか、相田光照議員の質問の

中で、サイエンスパーク以外の用地が残り少なく

なって、オフィス・アルカディアはもう100％決ま

ったも同然だと言われておりました。 

  それで、私、提案でございますが、先ほどの第

１の質問で用途変更を出してきました。あのちょ

うど６ヘクタールの工業用地、あそこの八幡原公

園の道路を挟んで南側にある土地でございますが、

あそこはなかなか決まりません。なぜでしょうか。

それはいろいろ考えがあると思いますが、あのよ

うな立派な土地がなぜ決まらないかといえば、私

は用途変更がなされていない、工業専用地域だか

らだと思っております。なかなか周辺が工業だか

らあそこだけを抜くということはできないと言っ

ておられますが、ちょうど道を挟んで向かいの西

方スタンドがございますが、あの辺は準工業地域

になっております。だから、ああいうガソリンス

タンドなんかも可能だと思いますが、ちょうどす

ぐ近くなんですよ。あの用地を恐らく準工業用地

にして、いうならば、真ん中に道路でも切って、

そして細分化して分譲したならばすぐ決まると思

いますよ。本当に。どうでしょうか。用途変更の

考えはありませんか。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 分譲のための御意見というこ

とで承りたいと思いますけれども、確かにまだ６

ヘクタールの一番広いエリアとして残ってはござ

います。分譲はまだでございますけれども、現在

何社かから現地を視察いただいたり、御相談をし

ていただいたりしているケースもございますので、

そういった案件もございますので、まずは現状の

まま用途変更はせずに分譲のほうに努めてまいり

たいと考えております。 

○島軒純一議長 佐藤忠次議員。 

○４番（佐藤忠次議員） 今言った６ヘクタールの

北側、道路４車線がございます。これも都市計画

道路でございますが、木和田橋のほうに向かって

でございますが、あの都市計画道路がいまだもっ

て残土といいますか、４車線の用地があるんです

が、あれがそのままの状態で残っております。な

かなか維持管理にも残土が残っているということ

は大変だと思います。そんなことで、さっきも言

いましたが、その八幡原中核工業団地の未造成地

にあの残土を持っていけば、あれもすぐ４車線に

していただけるのではないかと、そんな思いもし



- 173 - 

ます。そして、その沿線を準工業地域にすれば、

民間で開発していただけますよ。そういった考え

はないんでしょうか、お伺いします。 

○島軒純一議長 杉浦建設部長。 

○杉浦隆治建設部長 現在、市道でいえば万世上郷

線、途中で４車線のところを２車線に、お話のと

おり残土のほうも出るところであります。その４

車線については、やはり４車線にするには一定程

度の交通量が必要になってまいります。そういっ

たことから、東北中央自動車道も開通いたしまし

た。そういった流れを見ていかなければ、なかな

か４車線というようなところは、そういった状況

を見ての判断だと思っております。 

  また、路線について準工業の指定というような

お話がありましたけれども、農業振興地域の兼ね

合いや、あるいはこれからの企業立地の張りつき

の状況など、さまざまな視野で考えてみる必要が

あると思っておりますので、その辺は十分研究さ

せていただきながらやっていきたいと思っており

ます。 

○島軒純一議長 佐藤忠次議員。 

○４番（佐藤忠次議員） さっき私も今期でやめた

いと申し上げましたので、何かきもめてきました。

本当に全くやりたいことがいっぱい、お願いした

いことがたくさんありまして、若い皆さん方で今

後はいろいろ守っていただけるとは思いますが、

本当に何かこれもやってもらいたい、あれもやっ

てもらいたいということが本当にあります。しか

し、まずわかりました。 

  それでは、質問を変えます。 

  私も米沢牛を飼っていた一人でございます。や

はり私は、実は一時は米沢牛70頭ぐらいまで飼っ

た経緯がございますが、なかなか素牛が高かった

こと、そしてまたいろいろなことで全く残念なが

ら経営をやめてしまいました。その思いもありま

すので、ぜひ今飼っている米沢牛の飼育農家には

頑張ってもらいたいと思います。 

  とにかく米沢牛、今は未経産の雌牛限定になっ

たということで、先ほども申しましたが、素牛の

購入が非常に大変になったと思います。それで、

私の一つの提案でございますが、どうでしょうか、

酪農家も雌牛でなければ乳は搾れません。しかし、

今受精卵移植ということがやっておられますが、

それを米沢牛の素牛のために受精卵移植を導入さ

れるというか、今県内でいろいろ試験をやってお

られると思いますが、実用化はされているんでし

ょうか、お伺いします。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 本市でもかつて受精卵移植に

ついて事例がありまして、現在も一部そういうふ

うにされている農家があるというふうに伺ってお

ります。 

○島軒純一議長 佐藤忠次議員。 

○４番（佐藤忠次議員） ぜひ検討していただきた

いと思います。 

  時間もありませんので、もう一つだけお伺いし

ます。 

  それから、素牛、米沢牛のなんですが、一番は

やはり飼料代もかかるんです。恐らく３年間飼え

ば恐らく四、五十万の飼料代がかかるんじゃない

かと思います。そんなことで、飼料代の軽減とい

うか、それができるかどうかはわかりません。こ

こに専門家の伊藤精司さんもおられますので、私

はかえって伊藤さんに聞いたほうがいいと思いま

すが、今、飼料米を使ったもみ米サイレージとい

うのがあります。それを、肥育には適さないと言

われると思いますが、繁殖牛などには使えるので

はないかと思いますが、その辺の研究というか、

そういうことはわかるものでしょうか。ちょっと

お伺いします。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 飼料代削減に向けて、もみ米

サイレージということでの御意見かと思いますけ

れども、現在既に米沢牛の肥育でも使用されて一

般化しているような状況ですので、そういった部

分では飼料代の削減に役立っているかと思ってお
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ります。 

○島軒純一議長 以上で４番佐藤忠次議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ３時０８分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ３時１８分 開  議 

 

○島軒純一議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  この際、お諮りいたします。 

  本日の会議が定刻の午後４時まで終了しない場

合、会議時間を日程終了まで延長することにした

いと思いますが、御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○島軒純一議長 御異議なしと認めます。 

  よって、本日の会議を日程終了まで時間を延長

することに決まりました。 

  次に進みます。 

  一つ、猿害対策の強化について外５点、20番我

妻德雄議員。 

  〔２０番我妻德雄議員登壇〕（拍手） 

○２０番（我妻德雄議員） 市民平和クラブの我妻

德雄です。 

  私は、2003年にＪＲの職員から米沢市議会議員

にさせていただきました。そして、現在４期目の

任期を務めさせていただいております。 

  私たちの抱える身近な悩みや困難が社会的、政

治的構造に起因していることを強く感じています。

地球温暖化、環境の悪化、災害の増大、格差の拡

大、介護の大変さ、子育ての悩み、老後の不安、

住宅の不備、長時間労働、職場での苦闘と苦悩な

どなど、安心して暮らすという当たり前のことが

これほど難しいことなのか、今さらながら感じざ

るを得ない日々です。 

  さて、今任期も残すところ４カ月余りとなりま

した。そこで、今任期の私なりの総括ということ

で、今回の一般質問を組み立てました。よろしく

お願い申し上げます。 

  まず初めに、猿害対策の強化についてお尋ねし

ます。 

  吾妻の山並みも雪をいただき、里の畑では秋野

菜の収穫もほぼ終わり、冬本番を迎える準備がで

き上がりました。我が家の猫の額ほどの家庭菜園

でも、先日白菜と大根を収穫しました。手前みそ

ですが、ことしはなかなかのできだったと思って

います。 

  さて、例えばこの大根ですが、小さいうちは土

の中から姿を見せませんが、成長するにつれて土

から顔をのぞかせ、徐々に白い姿を見せてくれる

ようになります。そして、いよいよあした収穫す

るかなと思っていると、きょう猿が出てきて、畑

の大根を根こそぎ食い荒らしていくわけです。猿

知恵というか、賢いというか、猿は大根の収穫時

期がわかっているようです。 

  中山間地では、猿の被害をなくすためにさまざ

まな努力を重ねてきました。例えば、田沢地区で

は集落周辺の樹木を伐採し、猿が身を隠す場所を

なくすようにしてきました。バッファーゾーンを

設けて見晴らしをよくし、猿が容易に畑などに近

づけないようにしています。また、電気柵を設置

しているところもふえてきました。柿の木も大分

伐採が進みました。しかし、猿被害はなくなりま

せん。いや、むしろ拡大、エスカレートしている

感さえあります。 

  最近では、人と遭遇しても猿が逃げていきませ

ん。大人の男性が石などを投げて本気になって追

い払いをしないと、そこにい続けることもしばし

ばです。花火で威嚇しても届かないところまでは

後退をしますが、そこから逃げていきません。逆

に女性や子供に対して猿が威嚇することもたびた

び起きているようです。電気柵は一定の効果があ

るようですが、それもいつまで通用するかわかり

ません。私はここまで猿被害が拡大、エスカレー

トすると、従来の方法だけではとめられないと思
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います。本市を挙げての大胆な対策が必要と考え

ます。 

  そこで改めて市長にお尋ねします。 

  中川市長は、被害の現状をどのように認識して

いるでしょうか。そして、その対策をどのように

考えておられるでしょうか、お尋ねします。 

  猿被害が拡大し狂暴化してくると、今まで以上

に適正な群れ数と頭数の管理が必要だと思います。

そのために三重県伊賀市で実績を上げている大型

おりによる一斉捕獲を提案しました。この大型お

りによる一斉捕獲について、本市はどのように考

えているのでしょうか、改めてお尋ねします。 

  次に、大項目の２点目、森林資源の有効活用に

ついての質問に入ります。 

  松枯れ、ナラ枯れ被害がなかなか終息に向かい

ません。 

  一般的にナラ枯れは、カシノナガキクイムシと

いう昆虫が特定の病原菌を媒介することで起きる

伝染病です。カシノナガキクイムシが生きている

木の幹に穴をあけて潜り込み、そこで産卵します。

その際に病原菌を体につけて持ち込みます。この

菌が幹の内部で繁殖するとその木は水を吸い上げ

られなくなって枯れてしまうとされています。 

  松枯れの病気のメカニズムもナラ枯れと似てい

ます。マツノマダラカミキリという昆虫がマツノ

ザイセンチュウという病原体を媒介するものです

が、このセンチュウに感染すると松の樹液の上昇

が妨げられ枯死するものとされています。 

  一方で、ナラ枯れ、松枯れを引き起こす要因が

酸性雨、酸性雪の影響によるところが大きいので

はないかとの説もあります。山に入ると、ナラ枯

れの木をなぜか風の通りのよい尾根沿いで多く見

かけます。カシノナガキクイムシとの関係が原因

だとすれば、風の通り道にナラ枯れが集中するの

は不自然です。そこで本市の酸性雨、酸性雪の状

況とその傾向についてお尋ねいたします。 

  次に、被害木の有効活用について伺います。 

  山形県の森林病害虫等のまん延を防止するため

の命令によりますと、森林病害虫が付着している

伐採木などの移動は、原則禁止されています。現

在は、伐倒薫蒸処理や伐倒処理をした被害木は、

処理した場所に置いたままとなっています。しか

し、岩手県は、チップや燃料として利用する場合

であって、直近の６月20日までに破砕や焼却等の

処理を行う場合は、さまざまな手続が必要ですが、

移動し利用が可能だとしています。ナラ枯れを伐

採し、森林を更新することは、被害拡大防止にも

役立ちます。本市もナラ枯れ、松枯れを利用でき

るように対策が必要ではないでしょうか、お尋ね

いたします。 

  次に、大項目の３点目、米沢市立病院の将来像

についての質問に入ります。 

  米沢市立病院の医師不足は、救急対応等も含め

て大変深刻な問題です。同時に看護師や薬剤師な

どの医療従事者も不足しています。市立病院の建

てかえが順調に進んでも新病院の開業は2023年秋

の予定です。それまで５年もあります。地域の医

療は待ったなしです。それまでの医師、看護師な

どの確保策をどのように考えているでしょうか、

お尋ねいたします。 

  次に、看護職場の職場環境の改善について伺い

ます。 

  ワーク・ライフ・バランスが重要視されている

中で、市立病院の看護職場では、夜勤回数が大分

多くなっているようです。そして、職場環境もな

かなか厳しいとお聞きをしています。 

  先ごろ、山形県医療労働組合連合会は、2017年

度看護職場の労働実態調査結果を発表しました。

これは、県医労連に加盟している病院全体の統計

ですが、72.2%の方が健康不安を訴えています。ま

た、疲れぐあいでは、疲れを感じないと答えた人

はわずか0.9％です。疲れが翌日以降まで残るとの

回答は73％にも及びます。仕事をやめたいと思っ

ている方は、実に74.8％です。一方、仕事にやり

がいがあるとの回答は66.9％でした。つまり、仕

事にやりがいを感じつつも体に疲れがたまってな
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かなか厳しいということだと思います。恐らく米

沢市立病院も例外ではないと思います。医療従事

者を確保するためにも一層の職場環境の改善を図

り、やめることのない職場づくりが必要ではない

でしょうか、本市の見解をお聞かせください。 

  次に、大項目の４点目、市道の長寿命化につい

ての質問に入ります。 

  高度成長時代に多くの幹線道路が舗装整備され

ました。その多くの道路が年数の経過や交通量の

増大とともに舗装の劣化が進んできています。ま

た、生活道路においても経年に加え、農道から市

道に移管された路線も数多くあることなども影響

し、車社会における交通量の増加に伴い、年々道

路の劣化が進んできています。このままでは道路

施設の老朽化が進行し、将来的に大きな財政負担

の発生が集中する懸念があります。 

  市道については、将来を見据えた管理計画が策

定されていません。将来の費用及び対策状況を把

握し、損傷の程度が深刻化する前に対策を講じな

ければなりません。安全・安心の確保と維持管理

コストの縮減、予算の平準化を進める必要がある

と考えます。将来を見据えた道路舗装長寿命化計

画の策定が必要ではないでしょうか、本市の見解

をお聞かせください。 

  幹線道路については、ひび割れ率とか、わだち

掘れ率、それから陥没の状況、段差の状況などを

勘案して、これらを客観的数値で示すことが必要

です。計画的に補修等を実施するためには、道路

補修の目安、指標の設置が必要ではないでしょう

か。そして、その数値により補修を進めるシステ

ムをつくる必要があると考えます。本市の見解を

お聞かせください。 

  次に、大項目の５点目、雪対策の強化について

の質問に入ります。 

  2015年６月議会に北海道美唄市を例に間口除雪

の実施を提案しました。 

  美唄市は、克雪を定住人口拡大のための重要施

策と位置づけて、間口除雪を実施しています。70

歳以上の高齢者宅で所得に応じて１シーズン１万

円から２万4,000円を負担すると、道路除雪後に別

の重機で間口を除雪するシステムです。 

  私は、この間口除雪システムが地域に住み続け

るために大変効果があると考えています。実施し

た場合の戸数や経費等のシミュレーションは行っ

ていただいたのでしょうか、お尋ねいたします。 

  次に、除雪費の単価について伺います。 

  これについては、２点提案をしました。除雪量

や除雪時間などを考慮した除雪単価にすること、

また、高畠町などで効果が出ている除雪費の管理

業務の省力化を図った除雪計算システム（ＩＣＴ

活用）の導入についてです。この対応はどのよう

に進んだでしょうか、お尋ねします。 

  雪対策総合計画では、「効率的な除排雪体制の

推進や計画的なハード整備などにより、雪に強く

住みよいまちづくりを推進します」としています。

本市では、大雪と言われる年には10億円を超す除

雪費がかかっています。除雪費を削減し、効果的

な除雪、融雪体制、雪に強いまちづくりが必要と

考えます。10年後、20年後の将来を見据え、ハー

ドなどの設備を計画的に整備する必要があると考

えます。本市の見解をお聞かせください。 

  大項目の最後に、ごみの減量化に向けての質問

に入ります。 

  本市の家庭系ごみの総排出量並びに１人１日当

たりのごみの排出量は減少傾向にあります。一方

で、資源化量及びリサイクル率もごみ排出量とと

もに減少及び低下しています。 

  2015年度の山形県の市町村別資源化率では、米

沢市は12.4％でした。県内で最も高い鮭川村は

50.8％です。ごみを減らすと同時にリサイクル率

を上げる必要があると考えます。リサイクル率は

どのようになっているでしょうか、お尋ねします。 

  最後に、最近報道等でもよく取り上げられるマ

イクロプラスチックについてお尋ねします。 

  マイクロプラスチックとは、環境中に存在する

大きさ５ミリ以下の微細なプラスチックのことで
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す。私たちの生活の中で広く使われているプラス

チックが、紫外線などにより粉々に砕け、海や川

に浮遊しています。最近の研究では、マイクロプ

ラスチックが海水中の有害物質を濃縮させ、さま

ざまな生物の体内に取り込まれていることが明ら

かになってきました。食物連鎖の頂点にいる人間

の健康被害も懸念されているところです。 

  世界で毎年800トン以上が海に流れ込んでいる

とされています。そして、2050年までに魚の量を

上回るという予測もあります。ごみの削減など、

陸での対策の強化が必要だと指摘されています。

本市の見解と今後の対策をお聞かせください。 

  以上で壇上からの質問を終わります。 

○島軒純一議長 中川市長。 

  〔中川 勝市長登壇〕 

○中川 勝市長 私からは、猿被害の現状の認識に

ついてお答えをいたします。 

  平成29年度の猿による農業被害の状況は、被害

面積6.6ヘクタール、被害額は846万6,000円となっ

ております。当市全体の鳥獣による被害面積と被

害額に占める割合は、いずれも６割強となってお

り、平成24年に米沢市有害鳥獣対策連絡協議会を

組織し、被害に遭われている各地域の鳥獣害対策

協議会と連携をし、さまざまな対策を講じてはお

りますが、まだまだ被害は深刻な状況であると考

えております。 

  また、その被害そのものも深刻でありますが、

その被害により農作物の耕作意欲がなくなり、作

付されない農地がふえることも懸念されます。さ

らに、近年は人に対しての威嚇やまれに作業小屋

に侵入するとの報告もあり、農業被害にはあらわ

れない住民生活を脅かされている精神的な被害も

非常に大きなものがあると認識をしております。 

  鳥獣被害を防ぐためには、地域住民の皆様と行

政、そして猟友会の３者が一致協力して取り組む

ことが必要不可欠であると考えております。 

  しかし、地域によっては平日の日中は若い方が

少なく、追い払いの対応ができないなど、さまざ

まな事情があると思いますので、各地区の鳥獣害

対策協議会と協議し、今後は地区の実情に応じた

対応をしていく工夫が必要であると考えていると

ころであります。 

  なお、本市では、これまで山上地区で地域ぐる

み対策のモデルづくりに取り組んでおり、荒れ地

や放任果樹等の地区内環境の点検や共同での電気

柵の設置、そして高校生や大学生の協力を得て柿

の収穫等により一定の成果があらわれております

ので、今後は積極的に他地域への展開を推進し、

地区、地域と行政との連携をより強化した取り組

みを行っていきたいと考えております。 

  今回の一般質問でこの種の質問も多数ございま

したし、また中山間地域の振興という御質問もご

ざいました。と同時に新規就農者の受け入れをど

うするのか、あるいは高齢者の就農をどのように

していくかということも御質問があったわけであ

ります。そういったことを考えてみた場合に、こ

の猿害をどのように解決していくかということは、

大きな課題になってきていると私自身考えており

ますので、今までよりもより強固に今後の猿害対

策につきましては、地区住民、そして有害鳥獣対

策連絡協議会もそうでありますが、猟友会、そし

て行政もしっかりと連携しながら強化に努めてい

きたいと、このように考えております。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

  〔菅野紀生産業部長登壇〕 

○菅野紀生産業部長 私からは、猿害対策の強化に

ついてのうち、大型おりによる一斉捕獲について、

そして２の森林資源の有効活用についてのうち、

森林病害虫被害木の有効活用についてお答えした

いと思います。 

  初めに、猿害対策の中で大型おりによる群れの

一斉捕獲の検討についてお答えいたします。 

  本市の猿捕獲は、群れの分裂による被害地の拡

大を誘発しないように、無作為となりやすい大規

模な捕獲は避け、加害個体の捕獲を中心に行って

おりますが、適正な群れと頭数の管理は必要であ
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ると認識しており、例年の生息調査や被害調査に

基づいて策定する米沢市ニホンザル管理実施計画

に沿って群れごとに必要な捕獲を行っております。

一群捕獲を行った伊賀市の成功要因は、被害を直

接的に減らすために一群捕獲を実施したことでは

なく、既に地域ぐるみで講じているさまざまな対

策の効果を向上させた上で実施し、被害の一時解

消ではなく、その後も対策の効果を持続させてい

ることにあると考えております。 

  また、この手法は実施地域だけではなく、隣接

地域も含めた住民の意識や対策レベルがある程度

成熟していないとかえって被害を拡散させるなど

の逆効果になる危険性もあります。そのため、地

域ぐるみの合意形成が必要であることから、先ほ

ど市長答弁にもございましたが、比較的地域対策

の進んでいる山上地区をモデルにその実現性と実

施条件についての検討を行っているところです。 

  具体的には、猿の遊動域変化や被害傾向等の調

査、住民の代表である地区協議会や実施主体とな

る猟友会、また実績のある実施自治体への聞き取

りを行っており、今後はそれらを早急に整理し、

慎重に検討を進めたいと考えております。 

  次に、森林資源の有効活用についてお答えいた

します。 

  森林病害虫被害については、森林病害虫等防除

法に基づき駆除措置が行われております。森林病

害虫等による被害木とは、虫等が木の中に入って

いる木であり、その状態において移動した場合、

被害拡大が懸念されるため、山形県下一円におき

ましては、森林病害虫等が付着している伐採木等

の移動禁止命令が県より出されております。さま

ざまな条件に適した場合にのみ被害木を破砕、ま

たは焼却する特別伐採駆除を行うことができるこ

ととなっておりますが、この特別伐採駆除は、山

形県松くい虫被害対策推進計画において松くい虫

による被害が著しい庄内地方でのみ行われており、

置賜地方では行われておりません。このため、当

市においては、被害木を伐倒し、材に殺虫剤をか

けてシートで覆い、薫蒸する駆除を主に行ってい

るところです。数年後には木の中に虫等がいなく

なり、枯損木という扱いになり、移動が可能な状

態になると考えられております。 

  現在、県において被害木と枯損木の取り扱いの

整理や枯損木のバイオマス発電等における利用を

検討していると聞いております。当市としまして

は、その枯損木の有効利用も含めて県とともに検

討し、森林病害虫対策を推進してまいりたいと考

えております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 堤市民環境部長。 

  〔堤 啓一市民環境部長登壇〕 

○堤 啓一市民環境部長 私からは、２の森林資源

の有効活用についてのうち、酸性雨及び雪の状況

と傾向についてと、６のごみの減量化に向けてに

ついてお答えいたします。 

  酸性雨とは、水素イオン濃度ｐＨが5.6以下の雨

水をいい、石炭や石油に代表される化石燃料が燃

焼して発生する硫黄酸化物や窒素酸化物などの大

気汚染物質が空気中の水蒸気と反応し、硫酸や硝

酸などに変化して降ってくるものです。ただし、

日本の酸性雨は、日本で発生した大気汚染物質だ

けが原因ではなく、大陸で発生したものが季節風

に乗って日本に流れてくるのも原因の一つと言わ

れています。 

  本市では、酸性雨と雪に関する年間を通したｐ

Ｈ測定を行っておりませんが、山形県が山形市内

と村山市内の県内２地点において２週間ごとに測

定しております。平成27年度から平成29年度のそ

の結果を見ますと、年間平均値は5.0から5.4とほ

ぼ横ばいであり、12月下旬から３月上旬までは4.5

から5.2とｐＨの値がさらに小さくなり、より酸性

化する傾向にあります。本市においては１月中旬

から２月中旬にかけて週１回の頻度で北村公園内

にて雪のｐＨを測定しており、平成29年度の結果

では、最大値5.0、最小値4.7、平均値4.9であり、

平成18年度以降ほぼ横ばいの状況にあります。 
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  続いて、６のごみの減量化に向けてであります。 

  初めに、家庭系ごみ量の推移についてでありま

す。 

  本市におけるごみの総排出量の５年間の推移を

見ると、平成24年度の２万8,597トンから平成28

年度の２万6,768トンと減少し、家庭から発生する

生活系の可燃性ごみについても同様に減少傾向が

見られ、地道な周知啓発活動の効果があらわれて

きているものと考えております。 

  次に、リサイクル率の推移についてであります

が、山形県循環型社会白書による平成28年度市町

村別資源化率では、本市は12.1％で、平成24年度

の13.1％と比べ１ポイント低下しております。こ

の背景としましては、市内のスーパーなどで食品

トレーや牛乳パック等を独自に店頭で回収する店

舗、量ともに増加していることが考えられます。 

  先ほど申し上げました資源化率の算定には、こ

れらの店舗で回収される量は含まれておりません。

この回収量も含めますと、本市における資源化率

はもう少し高くなるものと思われます。 

  本市といたしましては、引き続き適正なごみ分

別と資源化を推進し、ごみ減量を図るため米沢市

衛生組合連合会と連携し、広報誌や出前講座、町

内会向けチラシなどの配布等による周知啓発活動

に取り組んでまいります。 

  次に、マイクロプラスチックについての御質問

にお答えいたします。 

  環境中に存在する微細なプラスチックであるマ

イクロプラスチックについては、昨今の研究によ

ってさまざまな生物に影響を与える可能性が明ら

かになり、その存在が問題視されております。そ

の発生源の一つとして、ポイ捨てや不法投棄され

たプラスチック製のごみが河川や海洋を漂流する

中で破砕、細分化されることにより、マイクロプ

ラスチックになるということが判明しております。 

  最上川の上流に位置する本市としましては、マ

イクロプラスチックの発生源となり得るポイ捨て

や不法投棄を未然に防止するとともに、投棄物が

河川に流入する前に回収を行うことが重要である

と考えております。そのためには、市民や関係団

体の皆様の御協力が必要不可欠であることから、

引き続き米沢市衛生組合連合会を初めとする関係

団体と連携して不法投棄の防止並びに適正処理の

推進、クリーン作戦や川掃除への協力などについ

て周知啓発活動を継続してまいります。 

  また、マイクロプラスチックの発生阻止のため

に取り組める施策がないか、国や県の動向を注視

しながら今後も研究を行ってまいりたいと考えて

おります。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 渡邊病院事業管理者。 

  〔渡邊孝男病院事業管理者登壇〕 

○渡邊孝男病院事業管理者 私からは、市立病院の

将来像について、医師、看護師の確保策や職場環

境の改善についてお答えいたします。 

  まず、医師の確保につきましては、三友堂病院

との医療連携にかかわらず、医師の勤務環境の改

善と病院経営の健全化に極めて重要でありますの

で、常勤医師確保のために各大学医局に要請をし

ているところであります。 

  今年度は、８月から東北大学より眼科常勤医師

を、10月には山形大学から耳鼻咽喉科の常勤医師

を新たに確保いたしました。来年度は同じく山形

大学から歯科口腔外科の医師を、そして秋田県か

ら麻酔科の医師の確保を予定しております。他の

科についても新病院の開院に向けて引き続き各大

学医局に強く要請をしてまいります。 

   また、大学医局以外の採用につきましても、民

間の医師紹介サービスの利用や医師修学資金制度

を活用した将来の医師確保に向けた取り組みを続

けており、医師修学資金につきましては、今年度

新たに１名の貸し付けを開始いたしました。今後

とも国や県などに対し、積極的に働きかけを行い、

必要であれば市長や医師会長などの協力を得なが

ら医師確保に向け取り組んでまいりたいと考えて

おります。 
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  看護師につきましては、新病院開院後、市立病

院が急性期医療を担っていくことから、より多く

の人員が必要となることが予想され、現在行って

いる病院説明会や奨学資金の貸し付けの予算の拡

充、県内や近県の看護学校訪問等を通じて引き続

き人員の確保に努めてまいります。 

  なお、三友堂病院とは正式なものではありませ

んが、看護師以外の職種においてそれぞれ不足す

る職種の人的な交流を始めておりますので、看護

師につきましても建てかえまでの間に人的な交流

の仕組みを協議し、双方の病院の状況に応じた体

制をとってまいりたいと考えております。 

  次に、職場環境の改善につきましては、国の働

き方改革の基本方針に基づき、院内の全職種につ

いてどのような取り組みを行っていくかを衛生委

員会で協議し、院内から広く意見を集約し対応を

検討しているところです。 

  看護師につきましては、病棟では患者さんの朝

晩の食事の際の配茶などのために新規に学生のア

ルバイトを導入したり、一部の部署では勤務時間

の割り振りを活用し、時間外勤務の削減に努める

などの取り組みを引き続き行っております。 

  また、退職者や育児休業などによる欠員につい

ては、中途採用も含め補充していくほか、業務量

に応じた人員を配置するように努めているところ

です。 

  過重労働対策につきましては、年次有給休暇取

得促進に向けた取り組みを引き続き行ってまいり

ます。 

  一方で、特に夜勤の看護師の不足から夜勤回数

が一定数を超える職員も出ておりますので、今年

度から２交代制については月５回以降、３交代制

については９回目以降の夜勤を行った場合、一定

回数以降の分に対して夜勤看護等手当の割り増し、

５割増でありますけれども、これを行っておりま

す。 

  あわせまして、年度中途の退職者につきまして

は、本人の御都合など、やむを得ない場合を除き

極力退職者が出ないように職場環境等を整えてい

きたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○島軒純一議長 杉浦建設部長。 

  〔杉浦隆治建設部長登壇〕 

○杉浦隆治建設部長 私からは、４の市道の長寿命

化についてと５の雪対策の強化についてお答えい

たします。 

  初めに、将来を見据えた道路舗装長寿命化計画

の策定が必要ではないかとの御質問でございます

が、本市では今年度より国の交付金を活用して舗

装補修を実施するため、パトロールの結果、舗装

の劣化が著しい５路線を選択し、中期的な個別路

線計画を策定する予定でありますが、管理延長も

長く、調査に相当な労力や費用も必要となること

から、現在のところ市道全体を対象にした道路舗

装の長寿命化計画策定までには至っていない状況

であります。 

  議員お述べのとおり、舗装補修におきましては、

劣化が進行する前に手だて、予防を行い、計画的

な道路補修を行うことで、長期的なコスト縮減が

図られることから、市道全体の道路舗装長寿命化

計画の策定の必要性は認識しているところでござ

いますので、今後限られた予算の中で効率的、効

果的な対策を行い、長期的なコスト縮減を図るた

め、米沢市公共施設等総合管理計画を踏まえなが

ら本市の実態に即した道路舗装長寿命化計画の策

定を検討していきたいと考えております。 

  次に、道路舗装の目安、指標の設置が必要では

ないかとの御質問でございますが、現在、道路補

修を計画的に行うため、パトロールや地元要望の

箇所について、路線の重要性や交通量、損傷の程

度、費用対効果など、総合的な判断のもとに優先

順位を決めているのが現状となっております。 

  議員の御指摘のとおり、従来の判断基準に舗装

のひび割れ率やわだち掘れ率など、客観的な数字

も追加した判断基準がより公平性が保たれるもの

と思われます。 
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  先ほども御説明いたしましたが、現在、交付金

を活用し舗装補修を実施するために、まずもって

５路線については路面調査によって指標により舗

装の健全度を診断し、今後年次計画により舗装補

修を実施する予定にしております。 

  また、生活道路が主となっております単独事業

による舗装補修計画におきましても、御指摘があ

ったように、優先順位をできる限りわかりやすく

市民の方々にも御説明できるよう目安、指標の設

置も含めて検討していきたいと考えております。 

  続きまして、５の雪対策の強化についてお答え

いたします。 

  初めに、間口除雪についてでありますが、議員

から御紹介がありました北海道美唄市で実施して

おります間口除雪の条例をお聞きし、勉強させて

いただいております。そのやり方については、美

唄市間口除雪事業条例を制定して高齢者世帯や身

体に障がいのある方の世帯を対象に区分に応じて

負担金を納入していただき、車道除雪後の間口残

雪を除雪する内容となっております。 

  この制度は、美唄市高齢福祉課で担当している

支援事業となっており、同様に本市の高齢福祉課

でも福祉の観点で高齢者等除雪援助員派遣事業と

して現在取り組んでおります。対象世帯や負担金

額の違い、そして支援内容に着目し、比較してい

るところでございます。 

  間口除雪につきましては、他の自治体の状況も

お聞きしながら勉強しているところでありますが、

御質問のシミュレーションにつきましては、本市

の実態、機械やオペレーターの確保も含め、間口

残雪の処理方法、路線環境、また対象者の範囲な

どを踏まえながら深掘りして研究していく必要が

あると思っております。 

  現在、当市で実施しております現行制度の押雪

軽減制度と比較しながら、引き続き関係課と連携

を図りながら研究を重ねてまいりたいと思ってお

ります。 

  次に、降雪量や降雪時間などを考慮した除雪単

価の検討とＩＣＴの導入についてお答えいたしま

す。 

  まず、地域差による単価の見直しにつきまして

は、山間路線は市街地と比較して降雪量も多いこ

とから除雪機械が大型化することを考慮し、平成

28年度より単価の増額見直しを図ったところでご

ざいます。 

  また、ＩＣＴの導入といたしましては、今シー

ズンよりＧＰＳ機能を活用した除雪車運行管理シ

ステムの実証試用の取り組みが挙げられます。 

  本格的な運用に向け、今シーズンは試験運用と

して通信機器75台を除雪機械などに搭載し、車道、

歩道除雪から排雪までの一連のさまざまな作業デ

ータをとり、本格的導入に向けてその導入効果の

検証はもとより、あわせて距離と時間単価の比較

検討なども考えているところでございます。 

  次に、将来を見据えた長期計画が必要でないか

についてお答えいたします。 

  議員のお話があったとおり、本市の除雪対策費

は降雪量や気温などによる気象状況に大きく左右

され、昨年度は約12億4,000万円を、また近年では

大雪シーズンも続くようになり、平成26、24、23

年度には10億円を超すような状況となっておりま

す。 

  議員お述べのとおり、除排雪経費を削減し、そ

の分をハード対策として流雪溝整備へ振り向け、

促進を図っていくことは、長期的な観点で大変大

切なことと認識しているところであります。 

  今年度、策定されました米沢市雪対策総合計画

の主な取り組みにある流雪溝の整備促進は、雪に

強いまちづくりの推進とともに除排雪費用の削減

につながることにもなりますので、流雪溝用水の

確保などの課題を研究しながら計画的に進められ

るよう引き続き努力してまいります。 

  私からは以上であります。 

○島軒純一議長 我妻德雄議員。 

○２０番（我妻德雄議員） まず、順を追って、余

り時間もありませんので、再質問させていただき
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ます。 

  最初、猿害対策、猿被害については市長から心

強い答弁をいただきまして、より強固にしていく

という御答弁でしたので、ぜひいろいろ研究をし

てやっていただきたいなというふうに思います。 

  そして、１つ、モンキードッグの関係で、結構

モンキードッグも頑張っていただいて効果を出し

てきたんですが、犬もなかなか年とってきたもの

ですから、なかなか動けなくなってきているとい

うような状況で、来年以降ちょっといろいろ心配

もしているところですけれども、モンキードッグ

は特に市長も壇上で答弁いただきましたけれども、

人に見えるので、いろいろ猿対策やってくれてい

るなというふうに地元の人は感じているんですよ。

それが人に見えなくなってくると、やっぱり営農

意欲というんですか、何か猿にやられてしまうん

でないべかと思ってしまって、それじゃもうやっ

てられないわ、もう農家だめだなとか、家庭菜園

だめだなというふうに意欲が失われるのがすごく

心配なんですよ。モンキードッグ来ると、犬ぼっ

てくれるもんなと、一生懸命。見えるんです、姿

が。それがモンキードッグがいなくなってくるこ

とによって姿が見えなくて、米沢市、猿被害どう

しているんだべというふうに後退しているような

イメージを受けてしまうんでないかと、そういう

ふうにかなり思うんですよ。新たな対策をやっぱ

り見える形で導入しなければならないと思うんで

すが、その点いかがですか。 

○島軒純一議長 菅野産業部長。 

○菅野紀生産業部長 議員お述べのとおり、見せる

対策というのは非常に必要なことかと思います。

そういった意味では、モンキードッグ、高齢化で

今年度で、来年度は難しいということは非常に残

念な状況ではございますけれども、実はモンキー

ドッグの効果検証につきまして、今年度、東北大

学と連携を図って、効果検証を行う予定でおりま

した。それがそのような事情で高齢化によりでき

なくなったということで、来年度別な犬でそうい

った効果検証をやりたいなというふうに思ってお

ります。その結果にもよりますけれども、飼い犬

をトレーニングしまして、猿を追うような、そう

いった習性を生かして対策できないかと、そうい

ったものに対して支援ができないかということも

検討していきたいと考えております。 

○島軒純一議長 我妻德雄議員。 

○２０番（我妻德雄議員） ぜひよろしくお願いし

たいと思います。 

  先ほど伊賀市の事例の答弁がありまして、伊賀

市の場合ですと、やっぱりお年寄りの方が集落に

残っていて、花火を合図に、いる人みんな集まっ

てくるんです。そして、手に鍋とかバケツとか持

って音をバンバンバンバンとやりながら追ってい

くんだそうですよ、一斉にみんなで。そうすると、

お年寄りの方がお一人とか二人だと、猿も逃げな

いんだけれども、みんなで寄ってたかってやるも

んだから猿がどんどん逃げていくと、そういうよ

うなことも私たちは教えていただいてきました。

いろんなことをやっぱり研究しながら高齢者だけ

でなくて、みんなでやっていくんだというような

ことが大事だというふうに思いますので、ぜひい

ろいろ来年以降、また楽しみにしていますので、

ぜひ猿被害の防止に向けて対策を強化していただ

きたいということを思います。 

  時間がありませんので、次、３番目の病院の関

係です。 

  まず初めに、先ほど壇上で数値を私申し上げま

した。体がかなり疲れているよとか、いろんなこ

とをずっと数値で申し上げたんですが、その数値

をお聞きして、事業管理者どう思われましたか。 

○島軒純一議長 渡邊病院事業管理者。 

○渡邊孝男病院事業管理者 本当に一生懸命働きた

いという思いはあっても体が疲れていて大変だと

いうことをよく先ほどのアンケートでわかりまし

て、またそういう体の疲れが離職につながってい

くということで、非常に残念なことではあります

が、そういう職場環境を改善をして、そういう疲
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れが出ないような、そしてまた意欲が発揮できる

ような職場環境をつくっていきたいと考えており

ます。 

○島軒純一議長 我妻德雄議員。 

○２０番（我妻德雄議員） そうですよね。何かも

うやりがいはすごく感じていらっしゃる方が多い

ようですが、やっぱり女性ということもあって、

家庭のこととも両立しなければならない方も多く

いらっしゃるということで、なかなか大変だとい

うことをお聞きしています。 

  そういったことをいろいろ考慮しながら、何と

かその職場環境をよくする、そういった取り組み

をいろいろ研究してやっていただきたいと思いま

す。ぜひ積極的にいろいろなことをやっていただ

くということを思っていますが、どうですか。 

○島軒純一議長 渡邊病院事業管理者。 

○渡邊孝男病院事業管理者 そのように努力してま

いりたいと思っております。 

○島軒純一議長 我妻德雄議員。 

○２０番（我妻德雄議員） ぜひよろしくお願いし

ます。 

  そして、その一方で、医師の方の補助役である

とか看護師の補助役である、いわゆる医療クラー

クや看護補助さんやヘルパーの方々もなかなか市

立病院に募集しても応募がないという話をお聞き

していますけれども、その対策などについてはど

のようにお考えでしょうか。 

○島軒純一議長 渡辺市立病院事務局長。 

○渡辺勅孝市立病院事務局長 おっしゃるとおり、

ドクターの負担を減らすために医療事務作業補助、

いわゆるクラーク、今現在27名おります。あと、

看護師の補助ということで60名おります。そもそ

も数が多いんです。これをさらにふやしたいとい

うのが私どもの思いでございます。折しも、毎週

１回幹部連絡会議という会議、朝開いているんで

すが、実はその話題がきょう議題になりまして、

早急に対策を立てなければならないという院内共

通した認識で今おりますので、来週早々対策会議

などを開いて具体的な策に臨みたいと思っており

ます。 

○島軒純一議長 我妻議員。 

○２０番（我妻德雄議員） ぜひよろしくお願いを

したいなと思います。 

  もう一点、その医師の部分ですけれども、渡邊

事業管理者から答弁いただいて、来年度に向けて

そうすると３名ぐらいふえるということでよろし

いんですかね。 

○島軒純一議長 渡邊病院事業管理者。 

○渡邊孝男病院事業管理者 先ほど来年度について

は歯科口腔外科がいよいよ始まりますので、そこ

で当初は１名ではないかと思うんですが、その後

は複数の医師が来るという予定でおります。あと、

麻酔科の女医さんが秋田から移ってきていただけ

る予定であります。 

  非常にありがたいことなので大事にして、また

そのほかの科についても主に３つの大学でありま

すが、そのほかの大学でも御縁のある方は来てい

ただければと思っています。 

  あと、自治医科大学卒業の方がなかなか制度上、

うちの市立病院、僻地病院ではありませんので、

来ていただけないというちょっとハードルがある

んですが、その辺も周辺の病院と連携して何かい

い形で自治医科大の義務を終えたドクターに来て

いただければ、あるいは義務中であっても来てい

ただけるようなことができないか、そういう条件

を精査をしていきたいと考えております。 

○島軒純一議長 我妻議員。 

○２０番（我妻德雄議員） 医師についてはわかり

ましたけれども、看護師についても採用の人数が、

大体お聞きしていますが、ぜひとも頑張って採用

者も多く採っていただければなと思いますので、

よろしくお願いをいたします。 

  最後に、資源ごみの関係というか、ごみの減量

化に向けてでお伺いをいたします。 

  そうすると、ちょっとよくわからなかったんで

すけれども、資源のリサイクル率は余り上がって
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いないけれども、実際はスーパーですとか、ある

いは町内会の資源回収とか、いろんなことがある

と思うんですけれども、リサイクルとしては相当

上がってきているのかなというようなことでよろ

しいですか。 

○島軒純一議長 堤市民環境部長。 

○堤 啓一市民環境部長 市内のスーパーなどで食

品トレーとか、牛乳パック等を独自に店頭で回収

しているという店舗の数、量ともふえているとい

うふうに思われるわけなんですが、その量につい

ては、リサイクル率の計算に入っていないもので

すから、そのあたりを加えれば、今12.1％という

資源化率ですけれども、もう少し高い率になるの

ではないかと考えているところでございます。 

○島軒純一議長 我妻議員。 

○２０番（我妻德雄議員） わかりました。 

  例えば、私もやっていますけれども、コンポス

トで家庭で資源化をしています。そして、それは

もうカウントになりませんから、確かにそういう

意味でいくとカウント率というか、12.1％ぐらい

という数値になってしまうのかもしれません。鮭

川村とか長井市とかは、資源ごみも再利用という

か、集めてやっていますから、リサイクルしてい

ますから、そういった意味でふえてくるのかもし

れませんけれども、もうちょっと頑張ってこの後

のマイクロプラスチックとも関係しますけれども、

ペットボトルを回収しないでその場になげていく

といつの間にか劣化をして、マイクロプラスチッ

クになって、最上川を通じて海に流れていくとい

う……、資源率を上げるということが非常に大事

なようですので、ぜひともその点をよろしくお願

いしたいというふうに思います。 

  そして、マイクロプラスチックの関係ですけれ

ども、最近話題になってきていろいろ勉強をして

いきますと、やっぱり一番大事なのは、先ほど言

いましたように、プラスチックをなるべく使わな

いということのようです。プラスチック容器や包

装、衣類、紙おむつなど、生活に欠かせない製品

の多くに使われているわけなんです。だから、私

たちはすぐこのプラスチックを使わないなんてい

うことは多分できないと思うんですけれども、買

い物するときにプラスチックがどれだけ使われて

いるか意識して買うとか、いろんな方法があると

思うんですよ。買い物袋要らないですとか、そう

いったことをやっぱり啓発活動から始めていくこ

とが大事なように思うんですけれども、どんなも

んですか。 

○島軒純一議長 堤市民環境部長。 

○堤 啓一市民環境部長 例えばレジ袋の量を減ら

すということで、有料化等も平成21年２月から始

まっておりますし、そういった対策をとられてい

るところですけれども、国において今レジ袋の有

料化を義務化する内容も含んだプラスチック資源

循環戦略案のパブリックコメントが実施されてお

ります。そういったことで、そういったレジ袋を

初めとしたプラスチック製容器、包装の排出を抑

制するという流れが今後一層活発になると予想さ

れておりますので、本市としましてもそういった

国・県の動向などを見ながら引き続き啓発活動に

取り組んでいきたいと考えております。 

○島軒純一議長 我妻議員。 

○２０番（我妻德雄議員） ぜひそのようにお願い

をして、広報誌なども使いながら少し広く知らせ

ていただくといいかと思います。衛生組合との連

携なども大事だし、あわせて広報を使って広くマ

イクロプラスチックはこういう問題があるんだよ

ということをぜひ周知をしていただければなと思

います。要望を申し上げて終わります。 

○島軒純一議長 以上で20番我妻德雄議員の一般質

問を終了いたします。 

 

 

 

  散    会 

 

○島軒純一議長 以上をもちまして本日の日程は終



- 185 - 

了いたしました。 

  これにて散会いたします。 

  御苦労さまでした。 

 

  午後 ４時１８分 散  会 
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